
多様な人々が活躍する新たな時代に向けて。

私たちは移り変わる潮流を掴みながら

モノづくり企業との連携・共創を通して

「これからのはたらき方」を創造していきます。
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中期経営計画レビュー

第3次中期経営計画（2017年3月期〜2020年3月期） 第4次中期経営計画（2021年3月期〜2025年3月期）

日本全土に仕事をつくる これからのはたらき方のプラットフォームになる。

若年男性層からの
採用ターゲットの拡大

地元で働きたい
求職者ニーズの獲得へ

業績は全般的に好調だったものの、2019

年度以降は米中貿易摩擦などによる景気

低迷が売上に影響した。また「日本全土に

仕事をつくる」というビジョンの一方で、これ

までの若年男性を軸とした技術職社員の

属性を広げることが叶わなかった点が課題

に挙がった。

「遠隔地に引っ越さずに地元に残って働き

たい」という採用応募者のニーズに応える

体制がなく、採用母集団の歩留まり率が

低下。結果として、採用単価が向上するな

ど採用面での課題が生じてしまった。

より多くのはたらく人に応えられるキャリアプラットフォームへ

製造派遣領域トップの採用・人材育成基盤を生かし、

オペレータからエンジニアまでモノづくり人材で拡大

モノづくり人材の育成と供給
地域とのつながりを重視したはたらき方に応える、地域内

の職場充足度を高める新たなプラットフォームを確立

地域プラットフォームの拡充

外国人が日本国内で習得した技能を母国で生かして働け

るよう、日本と海外の職場環境の整備と事業基盤を構築

外国人がイキイキ働ける環境整備
大手企業との提携やM&Aにより、ITやモノづくりなどに

おける高付加価値領域を開拓

高スキルエンジニア領域の開拓

大企業に特有の余力人材の受入れや継続雇用制度の支援を

通じて、経験豊富な人材が様 な々場面で活躍できる環境を整備

人材流動化支援の推進
ソリューション事業で合流した新会社をベースに、事務派遣

やBPOなど新たな職域での事業基盤を確立

新たな職域での事業基盤の構築

在籍 29,000名、EBITDA 100 億円、営業利益 82 億円

人材業界における、日本を代表するリーダー企業へ

「イキイキをつくる」戦略の強化策 「イキイキをつくる」戦略の領域拡大

●強みを活かせる業界へ M&A により参入
　▶地方・人手不足・採用難・変動対応
●女性・シニア活用　　●海外展開模索

規模拡大 機能強化 領域拡大

ものづくり人材業No.１ 圧倒的キャリア支援力 総合人材業への脱皮

●同業 M&A 加速
●内部成長加速

●知名度向上
●採用力 No.１

●訓練期間 M&A
● IT投資

●キャリア形成力
●訓練力強化

［億円］

FY3/
2016

FY3/
2016

FY3/
2016

FY3/
2016

FY3/
2017

FY3/
2017

FY3/
2017

FY3/
2017

FY3/
2018

FY3/
2018

FY3/
2018

FY3/
2018

FY3/
2019

FY3/
2019

FY3/
2019

FY3/
2019

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2021E

FY3/
2021E

FY3/
2021E

FY3/
2021E

売上高

計画 26.9% 実績 23.1% CAGRCAGR

CAGR CAGR

［億円］EBITDA

計画 32.0% 実績 36.2%

［円］EPS

計画 27.9% 実績 29.0%

［億円］営業利益

計画 27.9% 実績 35.1%

1,600

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0 

100 

80 

60 

40 

20 

0

180

160 

140 

120

100 

80 

60 

40 

20 

0

120

100 

80 

60 

40 

20 

0

※2019年５月に計画年度を2021年３月期から2020年３月期に短縮。白色の棒グラフは当初計画の最終年度の目標です。

営業利益をはじめとした計画目標の進捗が良好に推移
計画を１年間短縮し 2020年3月期を最終年度に

数値目標と実績／成果・課題

ビジョン ビジョン

数値目標（2020年策定、2022年修正）

1 2

4

6

3

5
2021年3月期の目標

職種とキャリアパスの
拡充

ライフステージに合わせた
はたらき方への対応

キャリアプラットフォームの
対象を拡大 + +
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売上高 EBITDA

2025年3月期目標 2025年3月期目標

2,700億円 250億円

2,000億円 200-300億円

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2021E

FY3/
2021E

FY3/
2022E

FY3/
2022E

FY3/
2023E

FY3/
2023E

FY3/
2024E

FY3/
2024E

FY3/
2025E

FY3/
2025E

［億円］ ［億円］

1,3001,300

100100

1,8001,800
2,000

2,7002,700

2,0002,000

300300

1,0111,011

8686

1,0381,038

4949

第4次中期経営計画期間 第4次中期経営計画期間

200

250

計画（計画策定時） 計画（計画策定時）計画（修正後） 計画（修正後）

1,500

1,800

120

150150
164164

修正後 修正後
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コロナ禍での雇用維持がV字回復への礎に
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2024年3月期 連結業績ハイライト2023年3月期までの取り組み

■ 半導体、エレクトロニクス関連等の需要停滞が１年を通して継続したことにより減収

■ 自動車関連需要の回復、エリア事業における求人案件数の増加に対応し、下期で採用活動を強化

■ ４Qで採用活動に強く踏み込むも、その他費用の抑制等により概ね修正計画どおりに着地

■ １株当たり当期純利益（EPS)は過去最高値を大きく更新
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FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2024

FY3/
2024

FY3/
2024

FY3/
2024

EBITDA

EPS

EBITDAマージン

EPS 成長率 総資産 自己資産 ROA ROE

※ROA ＝親会社株主に帰属する当期純利益／総資産（期中平均）、
ROE ＝親会社株主に帰属する当期純利益／株主資本（期中平均）

［億円］ ［億円・％］

［億円・％］［円・％］

連結売上高

一株当たり
当期純利益
（EPS）

ROE

連結EBITDA1,670億円

160.41円 25.4%

109.3億円

FY3/
2020

FY3/
2021

FY3/
2022

FY3/
2023

11.8%11.8%
12.5%12.5%

13.7%13.7%

10.9%10.9%

第4次中期経営計画期間

※2023年3月期は株式報酬費用影響を除外して算出

FY3/
2020

FY3/
2021

FY3/
2022

FY3/
2023

31,936
23,73620,906

第4次中期経営計画期間

［名］技術職社員数（国内）

売上高販管費率

+1.1万名

10%水準

31,636

中期経営計画レビュー
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第４次中期経営計画の前半３ヶ年では、６つのビジョンのなかでも

「地域プラットフォームの拡充」を目指したM&Aを積極的に推進し

てきました（右記のうちタイト・ワークのみ計画期間前）。日本全国

の製造派遣事業者を対象に、地域で安定して働きたい人のニーズ

に応えるプラットフォームの拡大を進め、2022年４月には各事業

会社をUTコネクトに吸収合併することで業務基盤を統合。2024

年現在の主幹事業のひとつであるエリア事業へとつながる、新た

な機会創出とマーケットの開拓を実現しました。

この間の事業環境の変化として挙げられるのが、新型コロナウイ

ルスの感染拡大です。2020年４月から工場の稼働停止といった

影響が発生したものの、当社では「雇用と職場を守ること」に努め

て雇用を維持。そのことが2021年3月期下期からの回復基調に

合わせた積極採用や顧客工場内でのシェア拡大の後押しとなり、

2021年３月期、2022年３月期には２年続けて過去最大の売上高

を更新しました。

2023年3月期には、中期的な成長加速を高める事業基盤を整え

るべく、販管費効率の改善を推進しました。事業会社の統合、事

業会社間のアドミニストレーション業務等の標準化及び共通化、そ

のための業務システムの品質向上、人員配置の最適化などを実

施。加えて、求人情報等のデータベースのグループ内での統合や

採用オペレーションの最適化など、採用効率の改善も合わせて進

めました。

M&Aにより日本各地に事業基盤を拡大

販管費効率の改善による強固な事業基盤づくり

（株）シーケル

茨城・福島

（株）タイト・ワーク

（株）サポート・システム

大阪・兵庫・京都・奈良

大阪・東京・愛知・兵庫・千葉・静岡

（株）プログレス

（株）スリーエム

愛知・岐阜・三重・長野・茨城

愛知・茨城

計画（計画策定時）実績 計画（修正後）
計画（計画策定時） 計画（修正後）

060059 2024 UT Group Integrated Report
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2024年３月期は過去最高の四半期採用数を更新するなど、技術

職社員の採用体制の強化に努めてきました。2022年４月にオープ

ンした求人総合サイト「JOBPAL」の運用に加えて、オウンドメディ

アによる情報発信力の強化と求人案件の多様性を確保したこと

が、求職者母集団の形成に奏功。また求職者からのニーズを受け、

これまで約１ヶ月間を要していた応募から採用までの期間を効率化

したことも、採用数の拡大へとつながっています。第４次中期経営

計画ローリングプラン期間では求職者の利便性を高めるサービス性

を高め、さらなる採用力強化を推し進めていきます。

第4次中期経営計画ローリングプランの策定

2024年４月１日付で株式会社オープンアップグループの連結子会社

である株式会社ビーネックスパートナーズの全株式を取得し子会社

化、並びに当社の連結子会社であるUTテクノロジー株式会社およ

びUTコンストラクション株式会社について、当社が保有する全株式

をオープンアップグループに譲渡しました。これにより2025年3月期

中期経営計画の４年目となる2024年３月期は世界景気後退の影響

を受け、製造業全般が停滞する状況でスタートしました。事業基盤の

強化に努めた成果として2023年3月期までは順調な当初計画の進

捗だったものの、半導体関連の顧客を中心に想定を下回る需要推

移が生じていること、その回復までに半年～１年程度の遅れが見込ま

れること、また昨今の事業環境の変化や製造派遣業界の動きなどを

踏まえ、当初計画のコンセプトや戦略を見直した第4次中期経営計

画ローリングプランを策定。最終年度を2026年３月期に１年間後ろ

倒し、確実な経営計画の達成を目指します。

より機電・IT領域、建設領域のエンジニア派遣・業務請負サービスを

展開していたエンジニアリング事業を連結対象から除外し、グループ

における事業ポートフォリオの最適化の視点から、当社の中核事業で

ある製造業向け人材派遣事業に経営資源を重点的に配分する決断

に至りました。

求職者母集団形成の強化1

オウンドメディア強化 求人案件の拡充

利便性の向上3

給与の日払い

応募から入社までのリードタイム短縮2

マッチングの無人化

シンプルな選考プロセス 再入社手続の簡略化

選考チャネルの多様化

３月単月で2,344名を採用し、期末在籍者数は3.3万名超で着地

マニュファクチャリング事業の主軸となる自動車関連メーカーでは生

産活動は緩やかな回復傾向にあったものの、一部メーカーで生産調

整が発生。半導体関連メーカーでは2022年秋口から継続する在庫

調整等の影響を受け、生産活動が停滞する状況が続きました。一方

で雇用環境はコロナ禍や世界情勢の影響から緩やかながらも改善が

進み、人材需要回復の傾向も見られました。そんな中、2024年3月

には国内採用人数2,344名と単月での過去最高の採用数を大きく

更新し、国内技術職社員数は3.3万名超に着地しました。

製造派遣事業の譲受 技術者派遣事業の譲渡

（株）ビーネックスパートナーズ
UTテクノロジー（株）

UTコンストラクション（株）

これまで同社が培ってきた全国網の事業基盤を活用

当社グループの強みである地域密着型の採用や

人材育成ノウハウを共有してさらなる成長を目指す

上記2社の譲渡により

2025年3月期より当社グループの

エンジニアリング事業セグメントは廃止

［事業内容］
製造業務全般に関するアウトソーシング・労働者派遣

［事業内容］
機電・IT領域、建設領域のエンジニア派遣等

・全国に25拠点を展開
・技術職社員数：約2,600名（2023年6月末）
・UTパートナーズ株式会社に商号変更（2024年4月1日付）

・株式の100.0％を（株）オープンアップグループへ譲渡
・技術職社員数：1,485名（2024年３月末）

即日～2週間まで

70％

4週間以上

16％

2～3週間

14％

国内中途採用者数推移（月次） 国内技術職社員数 ［名］

※当社調べ

［名］

FY3 /2021 FY3 /2021FY3 /2022 FY3 /2022FY3 /2023 FY3 /2023FY3 /2024 FY3 /2024
4月 4月 4月 4月7月 7月 7月 7月10月 10月 10月 10月1月 1月 1月 1月

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

23,736

31,636
2,344名

31,936
33,078

2024年3月

［参考］

求職者が希望する
応募から
入社までの期間

2024年３月期の主な取り組み

月間2,000名採用の常態化への取り組みを推進 IT／建設技術者派遣を譲渡し製造派遣に集中（2024年4月1日付）

第4次中期経営計画レビュー
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FY3/
2025E

EBITDA（実績） 計画（計画策定時） 計画（修正後）

［億円］EBITDAの実績と数値目標
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製造派遣市場の現状評価と将来性

派遣で働く人から最も選ばれる派遣会社となるために
「働く人の視点」への転換で新しい製造派遣の在り方を追求します。

第4次中期経営計画ローリングプラン（2024年２月策定）

多様な人が働くことができ、キャリア形成を通じて
生産性を高められる環境をつくることが必要

製造派遣市場に経営資源を集中することでさらに成長することは十分に可能

生産年齢人口の減少と人手不足の進行 製造派遣業界の課題

製造業向け人材派遣市場の動向

生産年齢人口の減少に伴い人手不足は進行

正社員の従事者数は横ばいだが派遣は大きく増加

全産業に比べて生産工程では人手不足が顕著

人事評価制度や
給与体系がない

契約終了リスクが
あるのに時給が低い

正社員よりも
能力開発の機会が少ない

大規模事業所では
女性の活躍比率が低い

個人の能力よりも
人数が重視される傾向

大規模事業所では
男性が選好されやすい

低コストな労働力かつ
一時的な労働力という認識

法改正対応や採用力のある大手への寡占化が進行

製造派遣市場は
拡大傾向

製造業での派遣人数は

増加している

大規模工場では
その傾向がより顕著

大手派遣会社の
寡占化が進行

法改正や採用難で

中小派遣事業者は苦境

大企業はコンプライアンス重視で
派遣会社を選別

派遣単価
上昇の余地

慢性的な人手不足で

人の対価は相対的に向上

一人ひとりの経験や能力は
評価されていない

製造業は就業者数が減少、製造派遣市場は規模が縮小し、

事業者間の競争が激しく成長を持続することは困難ではないか？

一般的な製造派遣市場の見方

予測

生産年齢人口の減少と雇用判断 DI の推移

製造派遣大手５社の市場占有率製造業従業者数の
年平均成長率

大規模事業所における
従業員者数の年平均成長率

有効求人倍率の推移
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製造業の雇用判断DI

生産工程

生産年齢人口

全職業

2000 20122030 2018
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2021

2021
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2017

2020 2016
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2015 2015

2015
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※雇用判断 DI ＝労働者数について、当該期間末を前期間末と比べて「増加」と回答した事業所の割合
から「減少」と回答した事業所の割合を差し引いた値

※日本銀行「全国企業短期経済観測調査」総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本
人口の将来推計人口（出生低位・死亡低位）」

※厚生労働省「一般職業紹介状況」

※総務省「経済センサス」製造業の2021年と2016 年の比較
　大規模事業所は従業者数 300名以上の事業所

※市場規模は「2018 年版・2019 年版・2023 年版人材ビジネスの現状と展望」
（株式会社矢野経済研究所）から引用

　市場占有率は製造派遣大手５社を抽出、各社公開資料を参照のうえ当社にて算出

-0.4%
派遣以外 派遣以外派遣 派遣

労働者派遣法改正 労働者派遣法改正

-0.1%

4.8%

6.5%

10.7% 11.0% 11.1%
12.4%

14.1% 13.8%

20.3%
22.8%

15.7%

10.9%

［千人］
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P17で解説したように、日本国内では、生産年齢人口比率の急速な

低下が予測されています。人材不足が進む中で派遣ニーズが低下す

るのではという見方もありますが、一方で製造業における生産工程の

製造派遣が抱える課題の解決と、解決を通して働く人から選ばれる

派遣会社となることが、第４次中期経営計画ローリングプランの基軸

となります。人材不足や製造業を取り巻く情勢から製造派遣市場の

過去には「ものづくり大国」とも称された日本の製造業ですが、その衰

退が叫ばれて久しい状況が続いています。製造業における正社員の

従業者数が横ばいとなる一方で、派遣ニーズは上昇傾向にあります。

有効求人倍率は高い数値で推移しています。売手市場化が進む人

材業界において、採用力と人材育成力に長けた、企業と求職者から

選ばれる人材派遣会社の存在感は、より一層高まると期待できます。

将来性を疑問視する考えもありますが、当社は働く人への価値提供を

さらに強化し、製造派遣業のリーディングカンパニーとしての確固たる

地位を築き、中長期的な高い成長を目指します。

企業が人材採用に苦戦するなかで派遣人材の活用が進んでおり、さ

らに派遣事業者側では法改正対応力や高い採用力をもつ大手企業

への寡占化が進行している現状が見て取れます。
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第4次中期経営計画ローリングプラン

第4次中期経営計画ローリングプランで目指す姿 業績目標

ローリングプランのアウトライン

派遣というはたらき方の利便性を高めて、製造派遣市場で最も選ばれる派遣会社になる

工場で働く人の価値を高める 地元で働く人のニーズに応える より多様な働く人に活躍の機会を提供する

生産年齢人口減少により人手不足が進むと、労働市場は売手市場になる

「企業視点」ではなく「働く人の視点」での戦略の転換が必要

派遣で働く人から最も選ばれる派遣会社へ

規模拡大による業務集約化で収益性を改善し営業利益率10％※を目指す

派遣をサービスとして捉え、利便性の高いサービス基盤を構築

応募したら
すぐ働ける

色々な仕事を
経験できる

入退社手続が
簡単

給与が日払い
経験の蓄積を
給与に反映

※2024年4月以降のM&Aを除く、既存事業の営業利益率

働く人への提供価値 企業への提供価値ツインカスタマー戦略

派遣で働く人の視点を
さらに強化

社会から必要とされる人材を
育て提供する

働く人にとっての派遣の利便性を追求
し、多様な働く人への機会提供を通じ
て働く人の価値を高める。

企業にとっての派遣の利便性を追求
し、企業の人材課題解決を通じて企
業の生産性向上に寄与する。

強みである採用・定着・育成と管理力に磨きをかけ、
顧客内シェアの最大化を目指す。

ターゲット地域を厳選し、地域特性に応じた営業・採
用体制を構築し、各地で「地域一番店」を目指す。

事業会社単位で戦略を最適化することで、収益性を
向上させ、第３の柱となる事業を育てる。

マニュファクチャリング事業 エリア事業 戦略投資テーマ

主力となる２つの柱 第３の柱となる事業の育成

連結売上高

技術職社員数 EPS

EBITDA

2026年３月期目標

2026年３月期目標 2026年３月期目標

2026年３月期目標

2,765億円

54,478名 306円

250億円

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2024

FY3/
2024

FY3/
2025E

FY3/
2025E

FY3/
2026E

FY3/
2026E

FY3/
2020

FY3/
2021

FY3/
2022

FY3/
2023

FY3/
2024

FY3/
2025E

FY3/
2026E

FY3/
2020

FY3/
2021

FY3/
2022

FY3/
2023

FY3/
2024

FY3/
2025E

FY3/
2026E

［億円］

［名］ ［円］

［億円］

1,011

20,906 111 106

77
94

160

275

306

23,736

31,636 31,936 33,078

1,151

1,567
1,706 1,670

2,150

1,955

195

419

2,765

2,346

80

86

71

79

62

75
89 93

109 136

160

224

250

26

24

68

157

39,391

45,908

8,570

54,478

44,641
5,250

既存事業 営業利益M&A

既存事業 M&A

償却等

事業環境の変化や製造派遣業界の動きなどを踏まえて当初計画のコンセプトや戦略を見直し、
最終年度を１年後ろ倒しとしたローリングプランで中期経営目標の達成を目指します。

第4次中期経営計画期間

第4次中期経営計画期間

第4次中期経営計画期間

第4次中期経営計画期間

（修正後）第4次中期経営計画期間

（修正後）第4次中期経営計画期間

（修正後）第4次中期経営計画期間

（修正後）第4次中期経営計画期間
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第4次中期経営計画ローリングプラン

ローリングプランにおけるM&A戦略

株主還元方針の変更

働く人から選ばれるためのサービス改善
既存事業を軸としたオーガニックグロースに加えて、第４次中期経営

計画ローリングプラン期間ではこれまでと同様に、規模拡大の選択肢

としてM&Aを視野に入れています。2024年４月には（株）ビーネック

スパートナーズ（現・UTパートナーズ）を、５月には（株）日立茨城テク

「製造派遣市場の現状評価と将来性」（P63）で示した通り、国内の

生産年齢人口はさらに減少し、人手不足は大きな社会課題となること

が見込まれます。労働市場は売手市場となり、人材の確保はより困

難な状況となるでしょう。そんな中、UTグループでは「働く人の視点」

を重視し、派遣で働く人から最も選ばれる派遣会社となるために戦略

を転換します。そこで重要となるのが、これまで派遣で働いてきた人

ニカルサービス（現・UTハイテス）の２社をグループインしました。これ

からも下記の見通しのもとに注力を続けますが、対象としてはあくまで

“日本の製造派遣ではたらく人”にとって意義のあるものを軸として進

めます。

たちが不便・不平等に感じていたポイントの改善です。働く人一人ひ

とりがもっと派遣という働き方に価値を感じられるように、派遣が自身

の成長や多様なライフスタイルに適した働き方となるように、私たちは

サービス基盤の構築を通して、働く人により一層寄り添える派遣会社

を目指します。

色々な仕事を経験できる

自身の希望に最適な職場と出合うために、知識やスキル

を身に付けて成長するために、色々な職場を経験できる

環境は働く人に多くのメリットをもたらします。それによる退

職率の抑制やスキルの向上は、当社のメリットにもなるも

の。派遣先企業との協力関係や当社事業所の連携を通

して、職場選択がしやすい働き方を実現します。

2

■ M&A戦略の軸 ■ 判断基準と財務規律

■ PMIとモニタリング■ 収益化

対象企業の選定・評価

PMIの取り組み

財務規律

給与が日払い

派遣では入社してから最初の給与を得るまで、長くて約２ヶ

月を要してしまうケースがあり、これが応募時点で経済的

な困難を抱える求職者のデメリットとなっていました。当社

では2024年２月に働いた日の給与を即日で受け取れる日

払いサービス『即給』を導入するなど、経済的な利便性を

高める環境づくりを進めています。

4

応募したらすぐ働ける

求職者への調査では、応募から入社の期間として７割が

「即日～２週間まで」を希望するという結果が示されまし

た。入社まで１ヶ月弱を要していた既存のプロセスを見直

し、即時面接を行える『今スグ面接』といったサービスをは

じめ、これまでと同様の審査基準を担保しながら採用期間

を大幅に短縮する仕組みづくりを進めています。

1

入退社手続が簡単

UTグループの元社員であれば、退社後にいつでも再入

社して働ける『UTフリーパス』をはじめとして、当社では入

退社時の手続きを簡略化するシステムづくりを進めていま

す。派遣という働き方を選ぶ時だけでなく、他の派遣会社

からの変更を考えている求職者にとっても、この利便性の

高さが選ばれる理由のひとつとなります。

3

経験の蓄積を給与に反映

派遣先を異動する場合、これまでの経験や知識に対する

評価がリセットされるケースが派遣では少なくありません。

これが待遇面に加え、働く人の成長意欲にも大きな影響

を与えてしまいます。当社では習得した経験が持続的に

評価される仕組みを通して、一人ひとりのスキルに対して

正当な評価が得られる環境を実現しています。

5

“日本の製造派遣ではたらく人”にとって
意義のあるもの

経営・管理組織の統合により効率性を高め、
3年程度を目安に収益性の改善を図る

・ボーダーとする一定の商圏規模
・グループ企業理念との親和性
・コンプライアンス意識の水準
・収益性改善のシミュレーション

・選定段階からグループイン後の事業責任
者をアサインしプロジェクトを推進

・アドミニストレーション業務の統合・標準化
・現場管理の効率化、人材の適正配置

①ネットDEレシオ 0.5倍以下
②のれん自己資本比率 50％以下

クロージングから6
〜12ヶ月目途に通
常のグループ会社
管理に移行

M&Aの今後２ヶ年の見通し

第４次中期経営計画ローリングプランでは、株主の皆様に対

する利益還元の強化を目的として株主還元方針を変更しま

した。当該計画上は、M&A等の投資や財務健全性を考慮

しても、十分なキャッシュポジションを確保できる見込みから、

これまで配当金もしくは自己株式取得により「総還元性向

30％」としていたものを「配当性向60％」とし、配当金による

還元を安定的に実施します。（計画外の投資機会が生じた

場合には、配当を見送り成長のための投資を優先する場合

があります）

第４次中期経営計画ローリングプラン期間で

のM&Aによる業績／技術職社員数への寄

与は右のように見通しています。なおグループ

インから業績に寄与するまでの期間を考慮し、

2025年3月期以降の積算としています。

M&Aによる売上寄与 M&Aによる在籍数寄与 期末技術職社員数（国内）

2025年
3月期計画 195億円 5,250名 44,641名

2026年
3月期計画 419億円 8,570名 54,478名

変更前 変更後

内部留保

内部留保

30％

自己株式取得
or

配当金

60％

配当金

中
期
経
営
計
画
レ
ビ
ュ
ー

第
4
次
中
期
経
営
計
画

ロ
ー
リ
ン
グ
プ
ラ
ン

事
業
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
戦
略

セ
グ
メ
ン
ト
の
補
完
関
係
と
相
互
作
用

U
T
グ
ル
ー
プ
独
自
の
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン

事
業
戦
略

M
&
A
を
軸
と
し
た

事
業
エ
リ
ア
の
拡
大
と
強
化

068067 2024 UT Group Integrated Report



中
期
経
営
計
画
と
ビ
ジ
ネ
ス
戦
略

C
H

A
P

T
E

R
–

1
C

H
A

P
T

E
R

–
2

C
H

A
P

T
E

R
–

3
C

H
A

P
T

E
R

–
4

事業ポートフォリオの最適化による経営資源の最適配分

戦略投資テーマ

製造業向け人材派遣へと経営資源を集中し
リーディングカンパニーとしての確固たる地位の確立へ。

事業ポートフォリオ戦略

2025年3月期からの事業ポートフォリオ

事業におけるセグメントごとの機能

中核である製造派遣分野に対して
経営資源を重点的に配分

高い成長や安定した収益が見込める
第3の柱となる事業領域を開拓

2024年4月付で譲渡
セグメント廃止

大手企業を中心とした
製造工場への人材派
遣および請負

マニュファクチャ
リング事業

マニュファクチャ
リング事業

地 域で働きたい人の
ニーズに応えるプラット
フォームの実現

エリア事業

エリア事業
ソリューション事業 日系人材事業 ベトナム事業

顧客企業の社員を受
け入れる人材流動化
支援

ソリューション
事業

当社の派遣事業に関
するノウハウを海外で
展開

大企業グループの構造
改革を支援する人材パー
トナーへ

製 造 領 域での 派 遣・
請負に集中しベトナム
No.１へ

就労制限が緩和される
日系人材の活躍機会を
創出

海外事業

建設・プラント業界、IT
業界へのエンジニア人
材派遣

エンジニアリング
事業

ベトナムにおける製造業

マニュファクチャリング事業

ソリューション事業

人員再手配

人員手配

人員手配

人員手配

人員手配

人員手配

事業買収・子会社化

エリア事業

日系人材事業

ベトナム事業

大手製造業

製造工程

各地域の製造業

製造工程

人員手配・現場管理

働く人の多様なニーズに応える
「働く人から選ばれる企業」へ

戦略投資テーマ

マニュファクチャリング事業

大手企業を中心とした製造工場への人材派遣および請負などのサービスを提

供。半導体・電子部品、自動車、電池関連などの日本を代表するメーカーに対し

て、ひとつの生産ラインすべてを受託する規模で受注し、チームでの派遣を実現

できる点を強みにしています。高スキル人材を大量動員できる点に加え、技術職

社員の定着率の高さも顧客企業から高く評価されています。

事業会社

製造業向け人材派遣・請負、外国人技能実習生管理代行

■ UTエイム株式会社

エリア事業

第４次中期経営計画における成長戦略のひとつ「地域プラットフォーム戦略」の

推進を担う事業部門です。「地元で働きたい」という求職者のニーズに応え、全国

各地域に多様な「はたらく機会」を提供しています。各地域での採用基盤と派遣

先ネットワークを有する派遣事業者のM&Aを推進することで、地域の職場充実度

を高め、地域に密着したキャリアプラットフォームの拡大を目指しています。

事業会社

■ UTコネクト株式会社

総合人材派遣・請負

■ UTパートナーズ株式会社

日系人材事業

日本語能力などの一定の能力を満たせば

日系４世までは就労制限が課されないこ

とが日系人材のメリットです。生産年齢人

口の減少が著しい地方を中心に、働く人

への手厚いサポートとコンプライアンス体

制のもと、大規模派遣や製造請負に対応

しています。

事業会社

日系人を中心とする製造アウトソーシング業

■ UTスリーエム株式会社

ベトナム事業

国内で推進してきた派遣事業のノウハウ

を海外で展開。2020年に連結子会社化

したベトナムの大手派遣会社による現地

企業への派遣拡大に注力するとともに、

日本で技能実習を終えたベトナム人実習

生が母国へ帰国後も活躍できる環境づく

りにも取り組んでいます。

事業会社

ベトナムにおける総合人材派遣・請負

■ Green Speed Joint Stock Company

ソリューション事業

大企業グループに向け、顧客企業の社員

を当社グループに受け入れる人材流動

化を支援しています。構造改革に伴うグ

ループ会社の統廃合、人員構成の流動

化、定年者の再雇用など、人材戦略に対

するさまざまな支援を通じて、顧客企業と

の信頼関係強化を図ります。

事業会社

■ FUJITSU UT株式会社

総合人材派遣・請負

■ UT東芝株式会社

事務系・IT系の人材派遣、システムの運用サービス・
ヘルプデスク等の請負

■ UT エフサス・クリエ株式会社

電気機械器具・金属加工製品等の設計、製造請負
および人材派遣事業

■ UTハイテス株式会社

エレベーター・エスカレーター等の製造請負、エンジニ
ア派遣

■ UT MESC株式会社
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セグメント間における人材活用

製造業におけるプロダクト・ライフサイクルへの対応

景気変動の中でも成長率を維持する仕組み

働く人のスキルアップが
グループ全体における
豊富で多彩な人材力へとつながる

景気の好況・不況に左右されにくい
安定的な経営基盤を
セグメントの特性によって実現

UTグループへと入社する社員は、高いキャリア
志向を持つ人は全国での勤務が想定されるマ
ニュファクチャリング事業に、地元で安定して
働きたい人はエリア事業の仕事に就きます。マ
ニュファクチャリング事業では、製造オペレー
ターからエンジニア領域へのジョブチェンジを図る

「One UT」を中心に、スキルアップに応じて高
度な職種や他業種への異動が可能で、事業間
の人材共有や多彩な人材の育成へとつながり
ます。将来的にはソリューション事業において顧
客企業から受け入れた社員を他事業と共有す
る仕組みづくりを目指しています。

マニュファクチャリング事業は工場内の人員シェ
アを高める「トップシェア戦略」により、景気後退
時（人材需要減退時）では解約リスクを抑制し
て人員を維持し、景気拡大時（人材需要向上
時）は空いた人員枠を迅速に確保する手法を確
立。景気後退から景気拡大に転じる際にシェア
を広げるスタイルとしています。一方で顧客企業
の社員を当社社員として受け入れるソリューショ
ン事業は、企業業績が悪化しやすい景気後退
時にニーズが高まります。まだまだ顧客開拓余
地の高いエリア事業と合わせて、これらの事業
セグメントの補完関係により、景気変動に強い
経営基盤がつくられています。

マニュファクチャリング事業エリア事業

社員の受け入れ

将来的に理想とする人材の共有

顧客企業求職者

ソリューション事業

導入期から衰退期まで
市場における製品サイクルに合わせた
ソリューションを提供する

プロダクト・ライフサイクルとは

製品の製造立上げ時期にあたる導入期から、
生産拡大に伴い増加する人材需要に応えるの
がマニュファクチャリング事業です。そして製品
が衰退期に入ったり、事業からの撤退を見据え
る時期においては、ソリューション事業が正社
員転籍型請負やM&Aといったスキームを通じ
て、顧客企業の構造改革を支援します。プロダ
クト・ライフサイクルは市況の低迷などに大きく
影響を受けますが、成長期にも衰退期にも、時
期に応じた顧客ニーズに応える体制を整えてい
ることが、景気に左右されづらい、UTグループ
のビジネスの強固な基盤につながっています。

市場における製品の成長パターンを示したも
の。市場が創出される「導入期」からはじまり、

「成長期」や「成熟期」を経て、市場が鈍化する
「衰退期」まで、製品投入から寿命を終え衰退
するまでを４つの時期に分けて捉える考え方。

マニュファクチャリング事業

導入期 成長期 成熟期 衰退期

売上

利益

時間

ソリューション事業

0

2

1

1

生産工程への人材派遣で安定した生産ラインを実現

製品が市場で認知され大量生産に至る時期には、当社の製造オペ
レーターが安定した生産ラインを支える存在となります。自動車関連
分野、半導体・電子部品関連分野における大手企業を中心に、人
材派遣を行っています。

2

投資抑制や事業撤退時の人材の流動化を支援

製品が衰退期を迎えると、売上も利益も減少し、投資抑制や事業撤
退を視野に入れる必要が発生します。そこで既存顧客への対応を続
けながら、顧客企業の人員の流動化を支援するのが、ソリューション
事業です。

ライフサイクルの各段階に対応する当社のセグメント

３つのセグメントの補完関係
主に大手企業の大規模工場の製造工程に携わるマニュファクチャリ

ング事業、地域に根ざした採用基盤と派遣ネットワークで地元で長く

働きたいという求職者のニーズに応えるエリア事業、そして顧客企業

の人的な構造改革支援を行うソリューション事業に日系人材事業や

ベトナム事業を加え、人材の共有、景気変動への対策、製品のライ

フサイクルに合わせた業務区分など、セグメントごとが補完し合い、相

互作用が創出される事業設計を行っています。

セグメントの特性を活かした相互に補完し合う関係性が
人材の共有や景気変動に強い経営につながっています。

セグメントの補完関係と相互作用

経
済
と
U
T
グ
ル
ー
プ
の
売
上

時間経過

景気好況期・不況

ソリューション事業

エリア事業

マニュファクチャリング事業

キ
ャ
リ
ア
チ
ェ
ン
ジ

採用 採用
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1 2 3 4 5

充実したキャリア形成支援や教育・育成のもとで、働く人たちのスキ

ルとモチベーションを向上。それら付加価値の高い人材の活躍によっ

て、待遇や労働環境がより優れた新たな顧客企業が開拓され、さらに

働く人たちが「イキイキと働ける」環境の実現につながる̶̶。「人材

育成」と「より良い職場づくり」を軸とした持続的なサイクルで価値を

高め続けられる仕組みこそが、UTグループ独自のバリューチェーンの

他にはない強みとなっています。

職場開発活動

採用活動

キャリア形成支援採用活動 教育・育成現場・労務管理 輩出

「はたらく人」を育て、付加価値を高める仕

組みを提案することで、待遇や労働環境の

改善、新たな顧客の開拓につなげていき

ます。「人材育成」と「より良い職場づくり」

を軸とした持続的なサイクルこそが、UTグ

ループ独自のバリューチェーンなのです。

社内認定資格取得者である「キャリアパー

トナー」が、社員一人ひとりの最適なキャリ

アパスを提案。定期的なキャリア面談など

を通して、モチベーション高く成長する人材

を支えます。人事制度においても公平で透

明性の高い評価体制を実現しています。

地域ごとの特性に応じた採用手法を用

いて、求職者のニーズと顧客企業のニー

ズを全国規模でマッチングすべく採用活

動を実施します。2022年4月には、UTグ

ループ全体の求人情報を統括するサイト

「JOBPAL」を開設し、求職者との接点を

拡大しています。

グループ独自の「3階建ての教育体系」に

基づいて、基礎～専門知識まで幅広いプ

ログラムを提供しています。実際の機材を

使用し、製造現場で活躍できるエンジニア

を自社で育成する研修施設も設置してお

り、未経験者でも実践的な技術を習得でき

ます。

社員が日々働く派遣先企業や請負現場に

おいて、社員一人ひとりの健康やモチベー

ションの管理、就労環境の状況の把握と

管理を「現場管理者」が行います。社員と

顧客企業の双方に働きかけ、社員が安心・

安全に働ける環境づくりを常に心がけてい

ます。

エンジニア職へのキャリアアップを支援する

「One UT」、派遣先企業の正社員への

転籍を推進する「Next UT」など多様な転

職・転籍の機会を用意。働く人の意志や

キャリアを尊重し、人材輩出も大切な事業

と位置づけ、社内体制を構築しています。

顧客企業からのニーズを踏まえた人員確保へ

採用後も働く人たちを細やかにサポート

顧客企業・働く人への付加価値の実現に向けて

一人ひとりのキャリアプランに合わせた成長を実現

顧客企業やUTグループへの転籍も叶える独自の制度

スキルアップで仕事のやりがい・やる気も向上

高スキル人材の活躍が、新たな職場開発を後押し

1

2

3

4

5

6

7

現場・労務管理 キャリア形成支援 教育・育成 輩出

身に付けた力で
イキイキ働く

イキイキ働ける
職場づくり

職場開発活動

6

7
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働く人の成長とより良い就労環境を

継続的に高めていく独自のサイクルを実現しています。

UTグループ独自のバリューチェーン
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半導体関連、自動車関連等の大手企業に特化して、幅広い人材サービスを提供。

技術職社員の定着とスキルアップを支援することで、顧客企業の価値向上に貢献しています。

マニュファクチャリング事業

人材の採用から定着、育成、戦力化までを一貫して担えることが、マニュファク

チャリング事業の強みです。UTグループが誇る月間2,000名規模の採用体

制によって、顧客企業の人材確保の課題を解決。その後、専任スタッフが派

遣現場の労務管理を代行し、業界トップクラスの定着率を実現します。さらに、

社員の成長ステージに合わせた幅広いキャリア形成支援プログラムも用意。

国内4か所のエンジニア育成施設で独自の研修も行っています。スキルを身

に付けてステップアップした社員を派遣先である顧客企業に転籍させる制度

も整えています。採用力と定着力によって、受注の好循環を回しています。

2022年秋以降、主要取引先である半導体関連企業の人材ニーズ

停滞が継続しているものの、生産年齢人口減少に起因する大規模

工場での人手不足はますます深刻化しています。さらに、工場内の作

業自動化により、要求スキルが変化し、領域ごとの教育ニーズが高

第4次中期経営計画ローリングプランに基づき、今後、マニュファク

チャリング事業は、半導体関連・自動車関連など成長性の高い分野

に集中して、幅広い人材サービスを提供していきます。全社的に進め

る「より良い職場モデル」の追求を通じて、既存取引先である大手企

業の工場内シェアを拡大する「トップシェア戦略」を展開。目先のトレン

ドに左右されない強固な信頼関係を構築していきます。

半導体関連の工場では、長期で職場に定着し、スキルアップ

していく社員が求められます。製造オペレーターを製造エンジ

ニアに育成する「One UT」や社員のスキルを可視化する独

自制度を駆使して、顧客企業の価値向上に努めます。

コロナ禍の混乱は収束し、国内生産台数は回復基調。自動

車関連工場における派遣人材ニーズの拡大が見込まれま

す。採用後配属前研修などUTグループの人材育成制度を強

みに、既存顧客の工場内におけるシェア拡大を目指します。

まっています。今後は、半導体関連分野、自動車関連分野に特化し

て既存顧客のニーズに寄り添う人材サービスを提供し、工場内のシェ

ア拡大を目指していく意向です。

求職者に対しては、採用後配属前に給与を支払いながら研修を行う

「即じょぶ」などの制度ですぐに働きたいというニーズに対応。さらに

派遣する社員の定着・育成を担うことで顧客企業への提供価値も高

めていきます。求職者・顧客企業の双方から選ばれる派遣事業者を

目指します。

市場環境の現状 2024年3月期実績

成長戦略・中期経営計画の実現に向けた施策

半導体関連分野 自動車関連分野

シェア拡大

顧客からの信頼獲得

高単価・
大人数受注

採用〜定着〜育成〜輩出まで一貫して行うことで受注拡大を目指す

半導体需要の増加や新工場建設に伴い、
今後、派遣需要は大きく増加する

生産正常化に加え、人手不足から
派遣比率が高まることが見込まれる

事業の特徴と競争性優位

採用力と定着力で受注の好循環を回していく

売上高［百万円］
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マニュファクチャリング事業に求められるのは、業界のトレンドに左右されずに収益を上げられる強固な

体制づくりです。そこで選んだのが、半導体関連分野・自動車関連分野に特化する戦略です。今後は、

競合他社より優れたサービスを提供し、既存顧客である大手企業の工場内シェアを拡大していきます。

現在、UTグループの各工場内でのシェアは、半導体関連分野で25％程度、自動車関連分野で20％

程度になります。そこにはまだまだ可能性があり、最大50％程度まで拡大できると考えます。自動車関

連分野では、コロナ禍前まで国内生産台数が回復しており、派遣人材ニーズも拡大傾向にあります。

一方、人材ニーズが停滞していた半導体関連分野においてもAI（人工知能）や自動運転などの技術革

新によって新たな需要が生まれつつあります。国内の新工場建設に伴い、UTグループが得意とする半

導体製造装置エンジニアのニーズが高まるのは間違いありません。

今後の成長を実現するためには、技術職社員数を大きく純増させていく必要があります。求職者に選

ばれるためのさまざまな制度を整え、工場内でのシェアを圧倒的に伸ばしていく所存です。

半導体関連・自動車関連分野にサービスを集中。

半導体の回復期にさらに強さを発揮する。

月間2,000名採用体制 月間定着率97％ 全国4カ所のエンジニア育成施設 派遣先転籍数　450名／年

輩出育成

採用力と
定着力による

好循環

採用人数を
コミット

高い定着率

定着

製造オペレーター
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研修期間

中途採用

製造エンジニア

採用

在籍増

半導体関連メーカー

柏木 浩介
– UTエイム株式会社 取締役兼執行役員
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※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。
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「地元で働きたい」という求職者のニーズに応え、各地域に多様な「はたらく機会」を提供。

地域における採用力の強化、および安定的な雇用環境の整備に取り組んでいます。

エリア事業

地域全体で雇用を創出し、育った人材が地域の企業で横断的

に活躍する̶̶。エリア事業が目指すのは、そのような地域での

共同雇用のプラットフォーム構築です。これを実現するために、エ

リア事業では、全国各地域の採用基盤と派遣先ネットワークを

有する派遣事業者のM&Aを推進しています。各社が保有する

地域に特化した事業基盤とUTグループの採用力と人材育成の

ノウハウが融合することで、より質の高い人材ソリューションを提

供することができます。

全国各地域に多様な職場を開拓するエリア事業の取り組みは、

マニュファクチャリング事業の人材ニーズにマッチしなかった求

職者に、新たな活躍の場を提供する効果も期待できます。UTグ

ループ全体で月間1万名を超える応募者に対して、より精度の高

い求人マッチングを行えることになります。慣れ親しんだ土地で働

きたい求職者に、地元での仕事とライフステージに合わせた「は

たらき方」を提案する新たな取り組みに高い社会的ニーズがある

と確信しています。

生産年齢人口の減少による人手不足は、首都圏よりも地方のほうが

深刻で、全国各地における製造業向け人材派遣市場は拡大傾向にあ

ります。地域ベースで見るとUTグループの市場シェアはまだまだ低く、

エリア事業では、人口、工場等の多い地域に派遣元オフィスを出店し、

特定地域内でのシェアを高めるドミナント戦略を推進します。具体的に

は、M&Aによって事業基盤を整えた茨城エリア（元株式会社シーケル

の拠点）、兵庫エリア（元株式会社タイト・ワークの拠点）での成功モデ

ルを他地域に展開していきます。地域に根ざした営業・採用活動を行う

拡大の余地は十分にあります。地元・地域で働きたい、多様な働き方

をしたいという求職者のニーズに応え、各地域で最も信頼される「地域

一番店」を目指して、M&Aを含むシェア拡大施策を推進しています。

オフィスを出店し、職場開拓にもますます力を入れていきます。

派遣先となる顧客企業が増えることで、求人への応募が増え、採用単

価が下がるという好循環が生まれます。UTグループの強みである求職

者のニーズに合わせた多様なはたらき方を提供することで、全国各地の

「地域一番店」を着実に増やしていきます。

市場環境の現状

成長戦略・中期経営計画の実現に向けた施策事業と特徴と競争優位性

各地域の有力派遣事業者のM&Aを推進

マニュファクチャリング事業との

補完関係にも期待

エリア事業は、マニュファクチャリング事業とは異なる特性を持つ事業として、2022年4月に開示セグメ

ントとして切り出されました。M&Aでグループ化した複数の会社を統合する形で誕生してから3年目を迎

え、地域特有の求職者ニーズや営業ノウハウへの理解が深まっています。技術職社員数も着実に増

えており、2024年3月期には16,606名※となりました。今後、エリア事業のみで技術職社員数2万人

を早期に実現できるよう、採用活動にも注力していきます。

今後の目標は、UTグループのキャリア形成支援を活用してスキルを習得した人材が、UTコネクトを通

じて各地域の企業で横断的に活躍できるようなプラットフォームを構築することです。さまざまな事情で

職場を離れてもシームレスに戻れるような「出入り自由」の採用制度をつくるのが理想です。これを実現

するためには、若年層男性だけでなく、女性、シニア、外国人など幅広い求職者のニーズに応える受け

入れ先が必要です。そのため、2024年4月にグループインしたUTパートナーズ株式会社とも協力し、

派遣先となる顧客企業を全国3,000社まで増やしていく計画です。

山田 津寿 
– UTコネクト株式会社 取締役 兼 執行役員
– UTパートナーズ株式会社 取締役

エリア事業のみで技術職社員数2万人へ！

派遣先となる顧客企業の開拓に注力する。

※2024年4月のセグメント変更前

※総務省「国勢調査」、大手派遣会社の開示資料より当社推計※総務省「経済センサス」製造業の2021年と2016年の比較

マニュファクチャリング事業とエリア事業の補完関係

マニュファクチャリング事業

エリア事業

顧客を大手企業に絞り規模の大きなチームで派遣

幅広い顧客を対象に少人数から派遣

顧
客
当
た
り
の
派
遣
人
数

顧客数

ロングテール

地域ごとの派遣人数の過去5年間の増減率 現時点での各地域の市場シェア

茨城県・兵庫県では地域シェアNo.1※

北日本 北日本未出店
地域

九州中四国 兵庫九州 中四国兵庫 関西関西 中部中部 東海
北陸

東海
北陸

南関東南関東 茨城北関東 北関東

31.0%

26.0% 25.3%

16.7%

39.1%

4.7% 5.1%

17.1%

3.1% 2.8%
1.9%

3.5%

10.4%

5.4%
4.2%

35.1%

20.1%

4.5%

26.8%

32.9%

連結子会社名
（連結時名称）

連結時期
連結直前期の

売上高
連結時の

技術職社員数

（株）タイト・ワーク 2017年4月 41億円 1,579名

（株）サポート・システム 2020年3月 35億円 1,288名

（株）シーケル 2020年10月 30億円 922名

（株）プログレス 2021年4月 45億円 1,153名

（株）ビーネックスパートナーズ 2024年4月 109億円 2,600名

エリア事業におけるM&A実績
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2024年3月期実績
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※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。
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大企業の構造改革需要に対して、人材流動化支援を行うのがソリューション事業です。

東芝グループ、日立グループ、富士通グループとの人材ソリューション事例を紹介します。

ソリューション事業

幅広い領域に事業を展開する大企業グループでは、事業環境の変化

に対応する局面で、組織や人材活用の柔軟性が求められます。コロ

ナ禍を経て、大企業はますます固定費削減、人材流動化を加速してい

ます。そこで、人材を受け入れ、リスキリングし、再就職を支援する専門

2000年代以降、UTグループの主要取引先である大手電機メーカー

各社では、経営戦略の見直しと大胆な構造改革が進められてきまし

た。ソリューション事業では、こうした顧客企業の人材戦略を支援する

ため、特定の事業と従業員を当社グループで譲り受けるインハウス・ソ

リューション（正社員転籍型請負）を提供してきました。

これまでの事例として東芝グループ、日立グループ、富士通グループの

人材をUTグループの正社員として受け入れ、雇用とキャリアの連続性

を維持しながら、新たな活躍の場を提供しています。受け入れた従業員

は、成果が評価に直結するUTグループの新たな人事制度のもと、高

いモチベーションで働くことができます。UTグループの強みを活かした

人事施策によって、構造改革を実現した顧客企業との信頼関係強化

を図っています。

機関のニーズが高まっています。そこで、ソリューション事業では、UTグ

ループが培ってきた人材ビジネスのノウハウを活かして、構造改革に伴

うグループ会社の統廃合、人員構成の流動化、定年者の再雇用など、

人材戦略に関わるさまざまな支援を行っています。

市場環境の現状

事業の特徴と競争優位性

ソリューション事例

2020年4月にグループインしたUT東芝株式会社は、東芝グループ様の2社を統合して現在の組織に

なっています。東芝グループ様向けの事務派遣をベースとしながら、現在は製造・開発部門からの受注

も増えています。また、2022年には、東芝グループ様から一部事業を譲り受けて構造改革支援を行う

という新たな展開も生まれています。2023年4月には、人事制度の統合も完了し、UTグループの新た

な評価システムを導入しました。第4次中期経営計画ローリングプランのゴールとなる2026年3月期に

向けて、強化していくのは営業と採用です。東芝グループ様との強いリレーションシップを維持しながら、

幅広く派遣・請負のニーズを模索していきます。一方、東芝グループ様に代表される大手電機メーカー

では、人材不足が大きな課題となっています。そこで、UT東芝では製造・開発を担うエンジニアの新卒

採用に注力し、将来的にNext UTを視野に入れた派遣モデルを強化していくべく、2024年新卒よりそ

の取り組みをスタートさせています。UTグループの採用力、人材育成力を活用することで、可能性は大

きく広がるでしょう。新たな挑戦によって、求職者からも顧客企業からも選ばれる企業を目指します。

– UT東芝株式会社 代表取締役社長

製造・開発部門への人材派遣、新卒採用代行など

新たなサービスで東芝グループとの関係を強化。

芦田 浩人

私が代表を務めるUT MESC株式会社は、日立グループ様傘下でエレベーター・エスカレーターの設

計・製造業務を請け負っていた水戸エンジニアリングサービス株式会社が母体となります。2020年7

月にグループインした後は、CADオペレーターの業務で業績を伸ばしてきました。2022年から日立グ

ループ様から製造派遣の業務も受注し、担える領域の幅を広げています。

第4次中期経営計画ローリングプランのゴールとなる2026年3月期に向けて取り組んでいきたいの

は、社員一人ひとりがイキイキできる人事制度の構築です。頑張っている社員がより評価されるジョブ

型人事制度を導入し、若手のモチベーションを高めていく考えです。また、2024年5月に日立グループ

様からグループインしたUTハイテス株式会社との連携にも期待しています。UTグループの営業基盤を

活かしながら、ものづくりに強みを持つUTハイテスとも協業し、日立グループ様のエレベーター・エスカ

レーター事業で製造派遣のシェアを高めていきたいと考えています。
– UT MESC株式会社 代表取締役社長

若手のモチベーションが高まる人事制度を導入。

日立グループの製造派遣のシェアを拡大する。

大口 宙彦

担当するFUJITSU UT株式会社及びUT エフサス・クリエ株式会社は、いずれも富士通グループ様

から譲り受けた会社です。両社はこれまで主に富士通グループ様に向けた人材派遣・請負業務を担っ

てきました。最近では独自の業務も展開しており、現在力を入れているのが、コンタクトセンターの運用

支援サービスの提供です。もともとUT エフサス・クリエでは、ITヘルプデスクサービスを提供してきまし

た。そのノウハウを活かして、現在は自社でコンタクトセンターを立ち上げ、専門人材も育成しています。

私がコンタクトセンター事業に期待するのは、女性やシニアの活躍です。業務次第では、在宅や時短

勤務も可能で、当社グループ全体のダイバーシティ推進にも寄与することができます。今後は100名

規模が在籍できるコンタクトセンターを2拠点つくり、在宅も含めて、数百名規模の稼働を目指します。

今後、コンタクトセンター事業が担う「IT運用・保守」のニーズが高まるのは間違いありません。この事

業領域で、富士通グループ様を中心に業務を支援し、大規模受注につなげていく展開も視野に入れ

ています。

– UTグループ株式会社 執行役員
– FUJITSU UT株式会社 代表取締役社長
– UT エフサス・クリエ株式会社 代表取締役社長 

IT運用・保守を支えるコンタクトセンター業務に活路。

富士通グループの枠を越え、独自の事業会社へ。

森川 弘二

東芝グループ

UT東芝株式会社

東芝オフィスメイト株式会社 

TBLSサービス株式会社

日立グループ

UT MESC株式会社 FUJITSU UT株式会社

水戸エンジニアリングサービス株式会社 富士通アプリコ株式会社

UTハイテス株式会社 UT エフサス・クリエ株式会社

株式会社日立茨城テクニカルサービス 富士通エフサス・クリエ株式会社

富士通グループ

（2024年5月新規連結）
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4,491 4,519 4,366
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※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。
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日系ブラジル人材を日本国内やブラジル現地で採用し、製造現場に派遣する事業を本格的に始動。 

日系人材受け入れで37年以上のノウハウを持つUTスリーエム株式会社が事業を統括しています。

日系人材事業（2025年3月期よりセグメント新設）

当社グループは、1987年から日系ブラジル人材の派遣事業を行ってきた株

式会社スリーエムを2021年5月にグループ化しました。2022年1月に系列４

社を統合してUTスリーエム株式会社となった同社が、日系人材事業の中核を

担います。

同社には、37年以上の日系ブラジル人材育成のノウハウがあり、採用後、日

系人スタッフによる日本語サポートや生活サポートの体制が整っています。そ

のため、職場での定着率も高く、顧客企業からも高く評価されています。また、

ブラジル現地での採用ネットワークがあることも大きな強みです。

今後、UTグループの営業基盤や既存顧客ネットワーク、さらにキャリア形成支

援プログラムとの連携を強めることで、大きなシナジー効果が期待できます。

現在、人材不足に課題を抱える地方自治体や大手企業を対象に日系ブラジ

ル人材活用のセミナーを積極的に開催しており、大きな反響をいただいていま

す。2022年12月には、若年層の採用に課題を抱える山口県防府市にオフィ

スを開設し、2か月で150名以上の日系人材の採用を実現しました。

UTスリーエムが培ってきた「働く仕組みのMatching」、さらに顧客企業との「働

く職場のMatching」、地方自治体と共創する「生活環境のMatching」という3

つの「M」によって、日系外国人がイキイキと活躍できるプラットフォームを構築し

ていきます。

内閣府の資料によると2040年までに、日本の生産年齢人口（15～

64歳）は、6,000万人を下回ることが予想されています。これは2020

年と比較して、1,400万人の減少となります。このギャップを埋めるた

めには外国人労働者の活躍が不可欠です。

そこで注目されるのが海外に住む日系人材の活用です。特にブラジル

には270万人を超える日系人が在住しており、日系3世まで日本での

就労制限がない「定住者」ビザの取得が可能です。つまり、日本で働

くための手続きの面で大きなアドバンテージがあります。また、日本政

府は日系4世の受け入れ緩和の方針を打ち出しており、現在は、一定

2024年4月のセグメント改編によって誕生した「日系人材事業」は、も

ともと「エリア事業」に属していました。今後は、事業独自で日系人材

の活用を強め、人口減少が加速する地方の課題解決に取り組んで

いきます。

ポイントとなるのは、UTスリーエムが持つ日系ブラジル人材受け入れ

の条件のもと18歳以上35歳以下の日系4世に対して、最長5年まで

延長できる就労可能なビザの発行を認めており、5年後に一定の条

件をクリアしていれば定住者ビザへの変更も可能です。

一方、日本国内で働く日系ブラジル人在留資格者は、約13万人。そ

のうち15歳から64歳の生産年齢人口は、約11万人とされています。

ここに、ブラジル国内の生産年齢人口（推計）約126万人を加えると

日本で就労可能な日系ブラジル人は約137万人にのぼることがわか

ります。

ノウハウとUTグループ全体の営業力、採用力の融合です。地方自治

体・大手企業への認知拡大を強化すると同時に、採用活動もますま

す強化します。2026年3月期までにブラジル現地採用ネットワークも

駆使しながら採用体制を構築し、製造派遣業界での成長率No.1を

目指します。

市場環境の現状

成長戦略・中期経営計画の実現に向けた施策

事業の特徴と競争性優位

日本国内では、1980年代から大手メーカーが日系ブラジル人を雇用し、製造部門で活用してきた歴史

があります。UTグループもかねてからこの分野には注目しており、UTスリーエムとの協業によって、つい

に地方の労働者不足の課題にリーチできる体制が整いました。とはいえ、日系人材事業はまだまだ「認

知拡大」のフェーズにあります。外国籍の人材活用に消極的な企業、地方自治体も多く、現在は日系

人材を知っていただくセミナーを積極的に開催しています。その成果のひとつとして山口県防府市にお

ける2か月で150名採用という事例があり、現在、他の自治体からの問い合わせも急増しております。

実際、セミナーで工場見学をすると多くの参加者は、日系ブラジル人スタッフのコミュニケーション力やモ

チベーションの高さに驚きます。彼らは治安や雇用の面で将来の不安が大きい地元を離れて、定住目

的で働きにきています。そのため勉強熱心で、職場への定着率も極めて高いのが特長です。

中長期的に人材不足の課題を抱える日本の製造業を活性化していきたいと考えています。

ブラジルの日系コミュニティと日本の製造業に

イノベーションを起こし、製造派遣業界で成長率No.1へ。

筑井 信行
– UTグループ株式会社 執行役員
– UTスリーエム株式会社 代表取締役社長

日系ブラジル人の人口

UTスリーエムが目指す姿

N=13万N=270万

出典｜外務省「海外日系人数推計」及びブラジルの年齢階級別人口割合から当社推計 出典｜法務省 在留外国人統計

約126万人 約11万人

生産年齢人口
（15歳〜60歳）

（46%）

生産年齢人口
（15歳〜64歳）

（85%）

ブラジル国内の
日系ブラジル人
生産年齢人口

日本国内の
日系ブラジル人
生産年齢人口

生産年齢人口：約137万人

安心・安全な
暮らし

日系外国人

働く職場の
Matching

生活環境の
Matching

働く仕組みの
Matching

キャリアアップ
報酬アップ

ライフサポート
コミュニティ形成

日系外国人プラットフォーム（3つのマッチング）

4世の受入れが重要になる就労者の大半は3世・4世

地域経済の
発展

定住による
人口増

労働力と
生産性

企業
働く環境の整備

地方自治体
地域社会の整備
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人事制度の整備
UTスリーエム

2024年3月期実績

1,476

45 44

89

-5

2,231

2,032

1,564

2,337 2,282

1,293
1,438

売上高［百万円］
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EBITDA［百万円］
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技術職社員数［名］

2,231
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※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。
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ベトナム国内での営業活動地域を広げ、求人案件の獲得に注力。

中長期的な成長を見据え、ベトナムでの事業展開を本格化しています。

建設・IT業界の技術者派遣を担う当事業を2024年4月で譲渡。

今後は製造派遣領域に注力し、製造派遣のシェア拡大を追求していきます。

ベトナム事業（2025年3月期よりセグメント名を変更） エンジニアリング事業（2025年3月期より廃止）

UTグループは、日本国内で推進してきた派遣事業のビジネスモデル

を海外でも展開しています。その母体となるのが「ベトナム事業」で

す。2020年10月にベトナムの大手派遣会社グリーンスピード社を

M&Aにより連結子会社化し、その後「海外事業」としてセグメントとし

て切り出しています。2024年４月に「海外事業」を「ベトナム事業」に

改称しました。

UTグループはこれまで、日本の製造業向けに約1,000人のベトナム

人を中心とする外国人技能実習生の管理代行業務を手がけてきまし

エンジニアリング事業の領域となる建設・IT業界は、いずれも技術者

の派遣ニーズが高いことから、採用市場での競争が激化する傾向に

ありました。そこで当社グループは、第4次中期経営計画ローリングプ

ランによる製造派遣市場でのシェア拡大を実現するため、2024年4

他の事業部門で働く製造オペレーターに、専門性の高いエンジニア

への成長機会、他業種・職種への挑戦機会を提供し、グループ全体

の活性化に寄与することが、エンジニアリング事業の特徴でした。独

自の教育プログラムを構築し、顧客企業と協働しながら、恒常的な人

た。一方、グリーンスピード社は創業以来積み上げてきた製造業への

派遣実績があります。双方のネットワークを活かし、日本とベトナムを

つなぐキャリアブリッジの役割を担うことを目的にベトナムに事業を拡

大したという経緯です。ベトナム南部ホーチミン市を拠点とするグリー

ンスピード社は、北部ハノイ市での営業活動も強化していきます。ハノ

イ市近郊では、日系企業の製造拠点の増設が続いており、UTグルー

プが日本で培ってきた顧客企業とのリレーションシップを強みとした営

業展開に期待が集まります。

月1日をもってUTテクノロジー株式会社及びUTコンストラクション株

式会社の株式100％を株式会社オープンアップグループへ譲渡する

ことを決定。これにより、2025年３月期は、エンジニアリング事業セグ

メントは廃止しました。

材不足が続く建設・IT業界の人材育成に注力。UTグループ独自の

転籍支援制度「Next UT」を活用し、派遣先企業へ正社員として転

籍する社員も多数います。建設技術者分野では、2024年3月期に

113名の派遣先企業への転籍を実現しました。

事業の特徴と競争優位性 事業の特徴

日本とベトナムをつなぐキャリアブリッジの役割を担う 製造派遣市場でのシェア拡大に注力するため事業を譲渡

2024年3月期は113名が派遣先企業への転籍を実現

2012年に創業したグリーンスピード社は、アメリカ、ドイツ、イタリアなど欧米系グローバル企業および

ベトナム国内企業への人材派遣ビジネスで事業を拡大してまいりました。近年では、2020年のUTグ

ループへのグループインを足がかりにベトナム北部にも進出し、日系の大手製造業とのコネクション強

化に注力し、事業拡大を加速させています。ベトナム事業（旧称・海外事業）の技術職社員数は順調

に増加しており、2024年3月期には、15,693名に到達しました。グリーンスピード社がグループインし

た当時、日系企業との取引はほとんどありませんでしたが、現在では全体の３割程度まで増加していま

す。自動車業界、エレクトロニクス業界、食品業界、物流業界と取引先の領域も広がっています。グリー

ンスピード社では、自社で従業員を雇用し、育成しています。UTグループのノウハウは現地日系企業か

らも高く評価されています。2026年3月期に向けての目標は、技術職社員数を3万人水準まで拡大し

ていくことです。そのため、SNSなどを駆使した採用広報にも力を入れ、採用力を強化しています。ベト

ナムにおける製造派遣業No.1企業を目指し、挑戦を続けていきます。

– Green Speed Joint Stock Company
　代表取締役

2026年3月期に技術職社員数3万人水準とし、

ベトナムにおける製造派遣業No.1企業へ！

Le Van Hoang

新規採用者（新卒・中途） 外部採用
チャネル

派遣先企業
正社員へ転籍

Next UT

エンジニアリング事業

施工管理技術者など

建設業界

ネットワークエンジニア、
ソフトエンジニアなど

IT業界

グループ内採用
チャネル

［One UT］

製造オペレーターなど

マニュファクチャリング事業

製造オペレーター、事務スタッフなど

エリア事業
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1,545
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1,574
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3,373

2,367

※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。

※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。
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スムーズなグループインを後押しする体制づくり
2020年代以降、「地域プラットフォームの拡充」を軸として、M&Aによ

る事業基盤の強化を積極的に進めています。地域プラットフォーム戦

略においては、地域派遣事業者との提携・M&Aを通して地域の職場

充実度を高めるほか、キャリアプラットフォームの統合による収益性の

向上も期待できます。なおM&Aのスキームは複数あり、100％株式取

得による完全子会社化を中心として、提携先企業との協議によって進

め方は異なります。

M&Aで重視するのが、グループイン後にUTグループの一員としてス

ムーズにコミットしてもらうことです。事前調査でも、企業理念や考え方

との相性、“はたらく人を大切にする”というコンプライアンス意識を備え

ているかといった点を重要項目としてピックアップします。またプロジェク

トの初期段階から統合後の事業責任者をメンバーに加え、対象企業

への理解を深め、現場からの信頼をいち早く獲得できるように進めてい

ます。

M&Aを担当する事業開発部門には、企業の経営企画、ファイナンシャ

ル・アドバイザー、経営コンサルティングなどの分野で、M&Aの実務お

よび周辺業務に10年以上携わってきた経験者が揃っています。M&A

に特化したコンサルティング会社と同等の経験値で、デューデリジェン

スや統合前の事業計画策定、PMIなどを遂行します。

全国各地の派遣事業者との提携・M&Aに主眼を置き
製造業で働く人のためのプラットフォームづくりを進めています。

M＆Aを軸とした事業エリアの拡大と強化

主なM&A実績（2021年3月期以降）

地域派遣事業者との提携・M&Aを推進して地域の職場充実度を
高め、キャリアプラットフォームへの統合で収益性を向上させる。

株式会社サポート・システム、株式会社シーケルホールディングス、
株式会社プログレスグループほか

地域プラットフォームの拡充

［実績］

事業環境の変化によって拡大が予想される大企業の構造改革需
要に対して、人材流動化支援を推進し確実に取り込む。

UT東芝株式会社、UT MESC株式会社、UT エフサス・クリエ株式
会社ほか

人材流動化支援の推進

［実績］

M＆A検討時の事前の提携先企業評価

提携先企業の収益性を高めるPMIの取り組み

地域の有力な派遣事業者

■ ボーダーとなる一定の売上規模
■ グループイン後の収益性改善のシミュレーション
■ UTグループの企業理念との親和性
■ 働く人に関するコンプライアンス意識　　など

グループインの後、人材管理をはじめ
とした業務システムをUTグループと統
合。一部業務を本社機能に吸収するこ
とも含めて、業務の効率化と収益性の
改善を行います。

統合によってエリア内の派遣先（顧客
企業）の地域密集度が高まることで、管
理者による現場管理や人員配置の効
率を高めることが可能となり、収益性を
高められます。

人材管理等の
アドミニストレーション業務の

統合・標準化

派遣先企業の再配置と
現場管理の効率化

人材の再活用
（採用関連費用の抑制）

グループインの後、統合先の派遣社員
は当社で正規雇用する技術職社員とし
て就業します。採用関連費用の抑制に
加え、再教育を通してキャリアアップを
目指すことも可能です。

M&A

■ 東芝グループ会社3社
人材派遣等を行う東芝グループ会社３社を連結子会社化。

■ 水戸エンジニアリングサービス株式会社（現・UT MESC株式会社／茨城県）
昇降機の製造請負・設計技術者の派遣を行う日立グループ会社。全株式を取得し、連結子会社化。

■ 株式会社ビーネックスパートナーズ（現・UTパートナーズ／東京都）
全国に25の拠点を展開する製造派遣事業者。全株式を取得し、連結子会社化。

■ 株式会社日立茨城テクニカルサービス（現・UTハイテス／茨城県）
電気機械器具・金属加工製品等の設計、製造請負および人材派遣事業。株式51％を取得し、連結子会社化。

■ Green Speed Joint Stock Company（ベトナム）
ベトナムの人材派遣事業2社の持株会社。株式51％を取得し、資本提携。外国人技能実習生のキャリアの架け橋に。

■ 株式会社シーケルホールディングス（現・UTコネクト／茨城県）
茨城県を地盤とする総合人材派遣・請負。全株式を取得し、連結子会社化。

■ 富士通エフサス・クリエ株式会社（現・UT エフサス・クリエ／神奈川県）
事務系・IT系の人材派遣、システムの運用サービス・ヘルプデスク等の請負。株式51％を取得し、連結子会社化。

■ 株式会社アーキ・ジャパン（東京都）
建設業界に特化したエンジニア派遣事業者。同社の全株式を保有する特別目的会社の株式20％を取得し、業務提携を前提に資本提携。

2020

2021

2024

4月

7月

10月

11月

4月

5月

10月

4月

5月

■ 株式会社プログレスグループ（現・UTコネクト／愛知県）
愛知県を地盤とする総合人材派遣・請負。日本人および日系外国人が在籍。全株式を取得し、連結子会社化。

■ 株式会社スリーエム（現・UTスリーエム／愛知県）
愛知県を地盤とする総合人材派遣・請負。日系ブラジル人が多数在籍。全株式を取得し、連結子会社化。

M＆Aを軸とした事業エリアの拡大と強化

グループイン後のPMIによる収益性の向上・改善

M＆Aの実施

M&Aによる全国規模での職場開拓、当社の理念に共感してくれる新

たな仲間づくりは、第４次中期経営計画の重点テーマのうち、特に以

下の2つについて推進を後押しする力となっています。2026年3月期

これまで地域に密着して人材派遣を手掛けてきた事業者が、UTグ

ループの一員となることで得られるメリットや収益構造の変化は決して

小さくありません。業務システムを統合することで叶う業務の効率化・

収益構造の改善はもちろん、派遣先企業の選択肢が広がることや大

を最終年度とする第４次中期経営計画ローリングプランの完遂に向

けて、M&Aは重要な戦略のひとつとなっています。

口の派遣先ができることで、これまでより効率的で、かつ働く人の希

望に即した派遣が実現されます。UTグループの業績拡大だけでなく、

働く人も派遣先の顧客企業も多くのメリットが得られる姿こそが、私た

ちが目指すM＆Aの在り方です。

※2023年６月に売却済
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強固な経営基盤を構築するための投資・調達・還元のバランスと

第４次中期経営計画の達成、さらには中長期的な

成長を叶えるキャッシュアロケーションを両立するために。

確固たる財務戦略で持続的な成長を叶えていきます。
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安定的なキャッシュの確保と財務健全性の維持・向上に取り組み、

将来の成長のための投資をいかに実現するか。持続的な成長を財務面から支えます。

財務戦略・資本政策

財務の安全性を保つため、これまで「グロスDEレシオ1.0倍以

下」という基準を設けていましたが、第４次中期経営計画ロー

リングプランの策定に合わせ、「のれん自己資本比率50％以

下」、「ネットDEレシオ0.5倍以下」へと改定しました。第４次

中期経営計画ではオーガニックな成長とM&Aによる成長を

前提として財務目標を立てており、当初計画策定時には「グロ

スDEレシオ1.0倍以下」という規定も難易度が高いのではと

議論になりました。それでも安全性と計画の実現を両立しよう

というのが当初目標です。ローリングプラン策定に際したシミュ

レーションでは、DEレシオやのれんが基準値に迫る状況はあ

りませんでしたが、今後、製造派遣市場では事業者の淘汰や

集約がさらに進むことが予想されます。それらの市場動向と将

来的な機会を見据え、安全基準を維持しながら許容範囲を見

直した形です。

なおバーンレート※の２ヶ月分を保持するキャッシュポジションの

考え方は変わりません。2024年3月期末の現預金残高が約

300億円で、２ヶ月分のバーンレートを約120億円と想定して

いますので、十分な余地を維持しています。これは市場の変

化や自然災害などの事態が生じた場合にも人件費の支払い

を滞らせないという方針に拠るもので、BCPプランでも「人件

費の支払」を最優先事項に設定しています。また売上債権に

ついては、企業規模等をもとに与信基準を設定しており、個別

に与信管理を行うことによって、短期間の回収サイトでリスク

を最小限に抑えています。

財務戦略で重視する点は事業戦略との整合性です。財務戦

略と事業戦略は常にセットで検討されるべきであり、その観点

が欠落すると、いざという判断の際に不整合が起きます。なお

ローリングプランの策定段階においては、PLやBSのマネジメ

ントで重要課題は生じていない認識であり、キャッシュアロケー

ションの方針についても、これまでの第４次中期経営計画から

大きな変更はありません。

これまで進めてきた基幹システムの刷新を含めた業務プロセ

スの標準化や、関連するDX投資は一段落付いた状況です。

重要課題である販管費の効率化については、早くて2025年

３月期後半からその成果が表れると予測しています。成長投

資としてM&Aも推進する姿勢ですが、あくまでPLのかさ上げな

どではなく、「働く人にとってメリットがあるのか」という企業理念

に通じる視点が決断の基準となります。地域を支える地場の

製造派遣事業者を対象に、UTグループと働く人への考え方

や価値観を共有できるかを慎重に測っていきます。なおこれま

でのM&Aは資金調達もコーポレートファイナンスをベースとし

て行ってきましたが、ローリングプランの計画を超えるような過

去にない大規模案件にも対応できる体制は整えています。こ

ういった成長投資の先に、派遣で働く人へのサービス開発と

いった新たな投資テーマの開拓を見据えており、そのための市

場調査を現在進めております。

またローリングプラン策定と合わせて、株主還元方針を変更し

ました（詳細はP92）。製造派遣業界において還元性向30％

が大凡のアベレージのなか、60％の配当を実現することで、

存在感を示せるのではと期待しています。またこの変更はEPS

の持続的な成長を達成するという、当社の使命感を新たにす

るものです。これまで重視してきたROEとともに、EPSでは第４

次中期経営計画開始前の2.7倍の増益を計画し、長期的な

期待に応えられる事業基盤を固めていきたいと考えています。

有限責任監査法人トーマツで金融商品取引法及び会社法監査等に従事。
カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社執行役員本部経理部部長等
を経て、2018年に入社。

山田 隆仁
– 執行役員 経営基盤部門担当

安全基準と成長力を両立する
キャッシュアロケーションを

2024年3月期の経営成績の概況

セグメントごとの経営成績

2024年3月期、当社を取り巻く環境としては、鉱工業生産が伸び悩

み、製造業における新規求人数が減少。自動車関連メーカーは緩や

かな回復基調にありながらも一部で生産調整が発生し、また半導体

製造装置／半導体メーカーでは2022年秋口からの在庫調整等の

影響で、生産活動の停滞が続きました。このような状況下で、第４次

中期経営計画で掲げる中期経営目標のもと、「大手製造業向け人

材ワンストップ戦略」、「地域プラットフォーム戦略」、「ソリューション

戦略」を成長戦略として推し進めましたが、当期前半に製造業全般

で生産活動が停滞したこと、半導体関連の顧客を中心に人材需要

が想定を下回ったこと、及び本格的な回復に半年～１年程の遅れを

見込んだことから、第４次中期経営計画を見直し、2026年３月期を

最終年度とするローリングプランを策定しました。

売上高は前述の製造業における人材需要の停滞により減少しまし

た。費用については、事業成長のための月間2,000名採用体制構

築等にかかる投資費用の増加、需要回復や新規顧客開拓に伴う受

注増加に対応するための採用関連費の増加があったものの、要員

計画の見直し等による人件費の抑制に加え、前第３四半期連結会

計期間に計上した株式報酬費用の剥落により減少しました。セグメン

トごとの経営成績は以下グラフの通りです。

マニュファクチャリング事業
「産業・業務用機械関連分野」「エレクトロニクス関連分野」では、半導体の
在庫調整等の影響が継続した、人材需要が軟調に推移しました。一方で「輸
送機器関連分野」では一部の自動車関連メーカーで生産調整が発生したも
のの、全体的に人材需要は堅調に推移し、当第３四半期連結会計期間より
強化した採用活動を継続しました。なお第１四半期連結会計期間にて、顧客
企業に最適なサービスを提供するため、一部の派遣元をエリア事業に属する
事業会社へと移管し、これに伴い約1,900名の技術職社員が転出しました。

ソリューション事業
新たなソリューション案件の獲得に向けた提案活動を進めるとともに、新規顧
客企業の開拓や幅広い年代の技術職社員の活躍が期待できる請負案件の
開拓に取り組みました。一方で、一部の請負案件が低調に推移したことや終
了したことなどにより売上高は減少しました。

海外事業
世界景気減速の影響からベトナムの主要輸出産業の生産活動が停滞して
人材需要は低減しましたが、サービス職種の案件獲得に取り組んだことで技
術職社員数が増加しました。また営業活動地域を、拠点を有する南部地域か
ら北部地域まで広げ、日系企業からの案件獲得に注力しました。

エンジニアリング事業
建設技術者分野、IT技術者分野における旺盛な需要動向を踏まえ、積極的
に新卒採用に取り組み、採用関連費用が増加。また営業や採用等の事業
体制増強に伴い人件費が増加しました。なお建設技術者分野では、顧客企
業とのリレーション強化と技術職社員のキャリア形成支援を目的に、113名
の顧客企業への転籍が実現しました。

エリア事業
製造業全般で生産活動が停滞する中、求職者の多様なニーズに応えるため
のインサイドセールスを強化し、各地域での顧客開拓と営業基盤の強化に注
力しました。また既存顧客における求人案件の多様化にも注力し、これをもと
にした採用活動を進めました。加えて前述の通り、顧客企業の一部の派遣元
をマニュファクチャリング事業から移管し、約1,900名の技術職社員が転入し
たことで技術職社員数が増加して増収に寄与しました。費用については、営
業体制強化による人員増加や案件の開拓に伴って採用活動を強化したこと
などで増加しました。

※（株）オープンアップグループへの事業譲渡により、2025年3月期より当セグメントは廃止

※経営において1ヶ月に消費するコスト

10
年
間
の
主
要
財
務
デ
ー
タ

※決算短信に記載のマニュファクチャリング事業とエリア事業の前期数値と、当資料に記載のマニュファクチャリング事業とエリア事業の前期数値に差異有り。
2023年４月より、マニュファクチャリング事業の一部取引先をエリア事業に移管。６月末在籍で約1,900名の技術職社員がエリア事業に転出しており、
本資料にて、過去２年間の該当セグメントの数値を遡及修正して参考値として表示。決算短信の前期数値は遡及修正していない数値での表示。

売上高 売上高構成比

FY3 /2023 FY3/2023FY3 /2024 FY3/2024

［百万円］

海外事業

エンジニアリング事業

ソリューション事業

エリア事業

マニュファクチャリング事業

170,631 167,030

9,040
9,303

9,663
10,910

63,273
63,490

18,634
17,871

70,020
65,454

+12.9%
+2.9%

+0.3%

4.1%

6.5%

5.7% 6.5%

10.9% 10.7%

5.3% 5.6%

41.0% 39.2%

37.1% 38.0%
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財務戦略・資本政策

企業価値向上に向けた取り組み 株主還元方針の変更にあたり
第４次中期経営計画ローリングプランでは、これまでの同計画期間に

おいて損益計算書（PL）と貸借対照表（BS）のマネジメントに大きな

課題がなかったことを前提として、健全なバランスを保ちながら、製造

派遣市場でのシェア拡大のためのキャッシュアロケーションを両立す

る財務戦略を継続します。その中では、企業価値向上に向けた取り

2024年3月期においては、ROE25.4％と第4次中期経営計画ローリングプ

ランの目標値を超過。またネットDEレシオは△0.6倍（有利子負債＜現預金の

ためマイナス推移）で、最適資本構成として財務基準に据える0.5倍以下の

水準で推移しています。なおEPS成長の鈍化や第4次中期経営計画の遅れ

によるバリュエーションの低下が見られるものの、PBRは４倍以上で推移して

いる状況です。

2024年３月期より株主の皆様に対する利益還元の強化を目的として、株主還

元方針を「配当性向60％」の配当金支払いに変更しました。株主資本やキャッ

シュ・フローの将来的な見通しを土台に、株主の皆様への還元を加味し、財務の

健全性とM&Aをはじめとした成長投資のバランスを維持できるというシミュレーショ

ンに基づく判断であり、投資計画を推進しながら資本コストを踏まえた内部留保の

適正化を目指します。自己株式の取得については、市場動向や株価の推移を勘

案しながら、必要性に応じて行う想定としています。

組みとして、自己資本利益率（ROE）と株価収益率（PER）の底上げ

を源泉とした、株価純資産倍率（PBR）の向上に努めます。「収益性」

「資本効率」「資本コスト」「成長期待」の４つを企業価値向上のドラ

イバーとして、緻密なシミュレーションに基づく戦略を策定しています。

資本収益性、市場評価に対する現状分析 財務戦略上の重要指標

第４次中期経営計画ローリングプランでは、経営判断のための重要

指標として、事業成長を測るEBITDAや経営の効率性を測るROEに

加えて、安定したEPSの成長を目標に据えています。EPS成長の鈍

化へのご指摘など、これまでの株主の皆様との対話で得られた声を経

営に反映させ、ステークホルダーの皆様の期待へと応えていきます。

数値目標・目指す水準

● のれん自己資本比率 50％以下
● ネットDEレシオ 0.5倍以下

自己資本利益率（ROE） 株価収益率（PER）

収益性 資本コスト資本効率 成長期待

規模拡大による
販管費の効率化
M&Aによる成長で事業規模の
拡大を加速させ、事業オペレー
ションの効率化を図ることで販
管費率を改善

経営管理の高精度化

正確な需要予測と募集費コント
ロールにより予実管理精度を向
上させることで事業リスクを低減

財務規律の向上

財務安全性としてDEレシオ、の
れん自己資本比率を指標として
設定し、負債やのれんと自己資
本のバランスを管理

製造派遣市場再編の推進

市場規模が拡大する中で、圧倒
的な市場シェアを獲得し、派遣
で働く人の価値を高め、製造派
遣のスタンダードをつくる

低収益事業の利益率改善

契約単価の見直し等による単価
と売上総利益率を改善、同時に
事業オペレーションを改善させる
ことで利益率を向上

サステナビリティへの
取り組み
人的資本経営の推進やサステ
ナビリティ指標の開示による透
明性の向上等によりガバナンス
リスクを低減

最適なキャピタル
アロケーション
資本コストを踏まえた投資を実行
し、財務安全性の確保を前提に
積極的な株主還元を実施

市場変化を捉えた
事業戦略の実行
現場に近い組織への権限委譲
を進め、顧客と求職者ニーズに
スピーディに対応できる体制の
構築を進める

株価純資産倍率（PBR）

総還元性向 30％
（配当金または自己株式取得）

2023年
3月期まで

配当性向 60％
（配当金による利益還元）

2024年
3月期以降

自己資本利益率（ROE） ［%］

自己資本利益率（ROE） １株当たり当期純利益（EPS）

（FY3/2025・FY3/2026は潜在株式調整後）

［円］

ネットDEレシオ ［倍］ 株価純資産倍率（PBR） ［倍］
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目安とする水準0.5倍以下

32.5%

25.3%

16.2%
18.0%

25.4%
23% 23%

111 106
77

94

160

275
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ストックオプションの行使で自己資本は増加するが、
すべて行使した場合も利益成長によりROEは悪化しない

第４次中期経営計画期間 第４次中期経営計画期間

［百万円］

※１　2020年3月期は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を考慮し、株主還元を見送り	 	 	 	 	 	
※２　2021年3月期は、当期純利益の30％の普通配当に加え、2020年3月期に見送った還元分（2020年3月期の当期純利益の30％相当分）を特別配当として、全額配当金による還元を実施
※３　2023年3月期は、株式報酬費用影響を除いた場合の親会社株主に帰属する当期純利益の30％に相当する額の自己株式取得を実施

FY3/2020 FY3/2021 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024 FY3/2025E FY3/2026E

当期純利益 4,509 4,299 3,140 3,831 6,361 13,000 14,500

配当総額 － 2,663 968 － 3,817 7,800 8,700

自己株式取得額 － － － 2,816 － 未定 未定

総還元性向 0.0%※1 62.0%※2 30.8% 73.5%※3 60.0% 60.0% 60.0%

株主還元の推移
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当社では働く人一人ひとりの意志を尊重し、働く人の視点で

社会との共存共栄を目指すための指標を設定しています。

非財務ハイライト

一人ひとりの可能性を広げる 事業基盤の継続的な強化

※1	 UTエイム、UTコミュニティ、サポート・システム、UTパベック、UTHP、UTコンストラクション
※2	 UTエイム、	UTコネクト、UTコンストラクション
※3	 UTエイム、UTパベック、UTテクノロジー、UTコンストラクション
※4	 UTエイム、	UTコネクト、UTテクノロジー、UTコンストラクション
※5	 UTエイム、	UTコネクト、UTテクノロジー、UTコンストラクション、FUJITSU	UT、UT東芝、UTハートフル
※6	 日本国内のグループ会社
※7	 UTエイム、UTコミュニティ、サポート・システム、シーケル、UTパベック、UTHP、UTコンストラクション
※8	 UTエイム、UTコミュニティ、UTパベック、UTHP、UTテクノロジー、UTコンストラクション
※9	 マニュファクチャリング事業、エンジニアリング事業
※10	 UTエイム、UTコミュニティ、UTHP、UTテクノロジー、UTコンストラクション
※11	 UT	エクサス・クリエを除く日本国内のグループ会社
※12	 UTグループ、UTハートフル
※13	 UTグループ
※14	 UTグループ、UTエイム、	UTコネクト、UTテクノロジー、UTコンストラクション	

※15	 UTグループ、UTエイム、UTコミュニティ、UTパベック、UTHP、UTテクノロジー、UTコンストラクション、
UTハートフル

※16	 UTグループ、UTエイム
※17	 環境省・経済産業省『グリーン・バリューチェーンプラットフォーム』に基づいて排出量を算出しています。
	 Scope1：社用車利用による温室効果ガス排出量
	 Scope2：オフィスにおける電力使用による温室効果ガス排出量
	 Scope3：上記除く間接排出量
※18	 UTグループ、UTエイム、UTコネクト、UTテクノロジー、UTコンストラクション、FUJITSU	UT、UT東芝
※19	 2020年3月期を100とした指数

採用活動 単位 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

応募者数（技術職） 人 180,648※1 141,524※2 139,720※2

面接数（技術職） 人 60,628※1 59,943※2 63,247※2

新卒採用数（技術職） 人 584※3 549※4 425※5

新卒採用数（一般職）※6 人 22 12 4

中途採用数（技術職） 人 14,406※7 10,767※2 12,662※2

中途採用数（一般職）※6 人 197 79 140

キャリア形成支援活動 単位 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

教育受講延べ人数 人 44,351※8 57,242※5 79,465※5

キャリアパス
One UT利用者数※6 人 570 478 81

Next UT利用者数※6 人 541 606 760

UTエントリー利用者数※6 人 295 272 243

技術職から一般職への職種転換※6 人 60 52 74

人材開発指標
年収の中央値※6 円 3,346 3,559 3,360

年収の中央値の上昇率（FY3/2021比）※9 ％ +5.7 +10.7 +12.1

技術職社員の月間定着率 ％ 96.8※10 96.5※4 96.1※4

在籍人数（国内社員）※6 人 33,478 33,745 35,019

在籍人数（技術職）※6 人 31,636 31,936 33,078

在籍人数（一般職）※6 人 1,842 1,809 1,941

職場開発活動
取引先企業数（国内） 社 1,658※11 1,953※6 2,260※6

職場数（国内） ヶ所 2,197※11 2,697※6 3,028※6

多様性指標
シニア採用数※6 人 181 265 432

障害者採用数※12 人 152 86 59

女性採用数（技術職）※6 人 5,078 4,567 4,417

女性採用数（一般職）※6 人 72 22 54

女性の取締役比率※13 ％ 14.3 16.7 16.7

女性の管理職比率※14 ％ 11.2 12.7 14.0

社員の女性比率※6 ％ 28.7 34.6 32.1

適正な労働慣行 単位 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

育児休業取得数（総数）※6 人 256 228 296

男性社員の育児休業取得数※6 人 27 34 64

女性社員の育児休業取得数※6 人 229 194 232

男性社員の育児休業取得率※6 ％ – 13.8 39.5

育児休業復職率※6 ％ 83.2 57.0	 58.9

介護休業取得数※6 人 12 8 4

無期雇用比率 ％ 95.5※15 91.9※4 84.9※４

有期雇用比率 ％ 4.5※15 8.1※4 15.1※４

データセキュリティ
情報セキュリティ教育受講者数※11 人 27,343 30,645 29,978

従業員の安全衛生
平均残業時間 時間 16.4※15 14.5※4 12.3※4

労働災害発生率※4（労働災害による死傷者数/のべ実労働時間数×1,000,000） 件 – – 1.57

公正で透明性の高い組織統制

事業倫理 単位 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

コンプライアンス研修受講者数 人 27,343※11 30,645※11 29,978

重大な法令違反件数※5 件 ０ 0 0

コーポレート・ガバナンス
株主総会出席者数※13（ライブ視聴者含む） 人 32 18 35

株主総会質問数※13 問 ４ 8 6

議決権行使率※13 ％ 88.7 90.5 83.5

独立社外役員比率※13 ％ 63.6 50.0 66.7

取締役会平均出席率※13 ％ 99.5 100.0	 100.0

取締役会開催数※13 回 20 16 16

監査等委員会開催数※13 回 – 10 12

指名委員会開催数※13 回 １ – –

指名・報酬委員会開催数※13 回 ３ 5 4

IT投資委員会開催数※13 回 13 12 7

コンプライアンス・リスク管理会議開催数※13 回 12 12 12

ガバナンス検討会開催数※13 回 ４ 2 2

経営会議開催数※13 回 35 35 35

行動規範
内部通報窓口での受付件数 件 111※11 180※6 129※6

人権関連相談件数 件 18※11 32※6 19※6

環境への適切な配慮

環境マネジメント 単位 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

温室効果ガス排出量※16、※17 t-CO₂ 1,900.5	 2,493.1	 2,819.4

　温室効果ガス排出量（Scope１） t-CO₂ 1,871.2 2,463.8	 2,788.6

　温室効果ガス排出量（Scope２） t-CO₂ 29.2	 29.2	 29.2

　温室効果ガス排出量（Scope３） t-CO₂ – – –

売上高に対する紙の使用率※18、※19 – 57.0	 42.0	 36.7

連
結
財
務
諸
表

10
年
間
の
主
要
財
務
デ
ー
タ

094093 2024 UT Group Integrated Report



10年間の主要財務データ

非
財
務
ハ
イ
ラ
イ
ト

10
年
間
の
主
要
財
務
デ
ー
タ

財
務
・
非
財
務
ハ
イ
ラ
イ
ト

C
H

A
P

T
E

R
–

1
C

H
A

P
T

E
R

–
2

C
H

A
P

T
E

R
–

3
C

H
A

P
T

E
R

–
4

FY3/2015 FY3/2016 FY3/2017 FY3/2018 FY3/2019 FY3/2020 FY3/2021 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

売上高 36,478	 44,050	 57,588	 81,751	 101,103	 101,191	 115,131	 156,769 170,631 167,030

売上総利益 6,760	 8,747	 11,462	 16,010	 20,738	 20,006	 21,602	 27,770 33,101 30,440
EBITDA 2,288	 2,574	 3,652	 5,713	 8,686	 8,604	 7,997	 7,502 15,714 10,936

営業利益 2,232	 2,462	 3,413	 5,197	 8,083	 8,040	 7,163	 6,257 8,914 9,344

税金等調整前当期純利益 2,149	 2,353	 3,154	 5,385	 7,718	 6,705	 7,000	 5,235 8,734 9,676

親会社株主に帰属する当期純利益 1,168	 1,497	 2,033	 3,534	 4,968	 4,509	 4,299	 3,140 3,831 6,361

設備投資額 24	 376	 236	 371	 543	 286	 346	 1,895 2,406 1,261

減価償却費 51	 68	 155	 118	 195	 251	 378	 574 814 999

総資産 16,427	 17,139	 23,144	 29,710	 33,720	 36,308	 52,666	 64,107 71,630 68,456

株主資本 3,520	 4,096	 5,605	 8,947	 12,890	 14,900	 19,116	 19,592 22,454 27,007

有利子負債 6,856	 7,049	 7,822	 7,696	 5,543	 8,789	 11,723	 19,907 16,421 12,290

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,131	 517	 3,107	 4,942	 6,864	 3,509	 6,654	 2,279 13,004 3,987

投資活動によるキャッシュ・フロー △	679 △	334 △	1,052 △	975 △	669 △	805 △	2,413 △	6,300 △	2,139 △210

財務活動によるキャッシュ・フロー 515 △	789 △	147 △	519 △	3,184 721 2,613	 4,554 △	4,748 △6,434

フリー・キャッシュ・フロー 2,451	 183	 2,054	 3,967	 6,195	 2,703	 4,240	 △	4,020 10,864 3,776

1株当たり情報
1株当たり当期純利益（EPS）（単位：円） 30.29	 40.40	 57.19	 91.19	 123.07	 111.71	 106.53	 77.81 94.92 160.41

EPS成長率 26.4% 33.4% 41.6% 59.4% 35.0% △	9.2% △	4.6% △	27.0% 22.0% 69.0%

1株当たり純資産（BPS）（単位：円） 91.20	 111.16	 158.75	 220.45	 319.26	 369.01	 472.90	 489.28 563.70 689.32

1株当たり配当金（単位：円） – – –	 – 61.93	 –	 66.00	 24.00 – 96.15

財務指標
売上総利益率 18.5% 19.9% 19.9% 19.6% 20.5% 19.8% 18.8% 17.7% 19.4% 18.2%

EBITDAマージン 6.3% 5.8% 6.3% 7.0% 8.6% 8.5% 6.9% 4.8% 9.2% 6.5%

売上高営業利益率 6.1% 5.6% 5.9% 6.4% 8.0% 7.9% 6.2% 4.0% 5.2% 5.6%

自己資本利益率（ROE) 35.3% 39.3% 41.9% 48.6% 45.5% 32.5% 25.3% 16.2% 18.0% 25.4%

総資産利益率（ROA）※1 7.1% 8.7% 8.8% 11.9% 14.7% 12.4% 8.2% 4.9% 5.3% 9.3%

投下資本利益率（ROIC）※2 12.2% 14.7% 16.9% 20.5% 28.4% 23.0% 14.4% 10.0% 11.0% 16.5%

自己資本比率 21.4% 23.9% 24.2% 30.1% 38.2% 41.0% 36.2% 30.8% 31.8% 40.0%

負債資本倍率（D/Eレシオ）（単位：倍）※3 1.95	 1.72	 1.40	 0.86	 0.43	 0.59	 0.61	 1.01 0.73 0.45

株価情報
期末株価（単位：円） 470	 525	 1,447	 3,500	 2,536	 1,110	 3,635	 3,105 2,456 3,650

期末株価収益率（PER） 15.5	 13.0	 25.3	 38.4	 20.6	 9.9	 34.1	 39.9 25.9 22.8

PEGレシオ※4 0.59 0.39 0.61 0.65 0.59 △	1.07 △	7.35 △	1.48 1.18 0.33

株主還元
株主還元総額 999	 749	 609	 1,060	 2,499	 – 2,663	 968 2,816 3,817

　配当総額 – – – – 2,499	 – 2,663	 968 – 3,817

　自己株式取得 999	 749	 609	 1,060	 – – –	 – 2,816 －

総還元性向 85.6% 50.1% 30.0% 30.0% 50.3% 0.0% 62.0% 30.8% 73.5% 60.0%

非財務情報
従業員数（名） 9,489	 11,370	 16,104	 19,581	 21,746	 22,180	 38,527	 48,163 47,497 53,467

　技術職社員数(国内) 9,299	 10,926	 15,488	 18,569	 20,583	 20,906	 23,736	 31,636 31,936 33,078

　技術職社員数(海外) – – – – – – 13,276	 13,750 13,594 15,693

　一般職社員数 190	 444	 616	 1,012	 1,163	 1,274	 1,515	 2,777 1,967 4,696

仕事創発価値※５（単位：百万円） 32,944	 39,188	 51,061	 73,867	 92,050	 93,120	 95,517	 130,616 152,543 147,258

※１　ROA＝親会社株主に帰属する当期純利益／総資産
※2　ROIC=(営業利益×(1－税効果会計適用後の法人税等の負担率))／(株主資本＋有利子負債)
※3　D/Eレシオ＝有利子負債／株主資本
※4　PEGレシオ＝期末株価収益率／EPS成長率
※5　仕事創発価値：多くの人に働く機会を提供し、成長を支援するUTグループの独自指標＝営業利益＋人件費
※6　株式報酬費用：2020年５月決議の新株予約権の行使に係る業績条件を満たしたことから株式報酬費用として55億円を計上。
　　　これは会計処理上の費用計上であり、キャッシュアウトを伴わないため、株式報酬費用を除いた場合の財務データを参考値として併記。

単位：百万円
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連結貸借対照表
単位：百万円

負債の部 FY3/2023
（2023年3月31日）

FY3/2024
（2024年3月31日）

流動負債
支払手形及び買掛金 246 192

短期借入金 403 1,062

1年内返済予定の長期借入金 3,589 3,305

未払金 1,783 2,326

未払費用 8,879 10,083

リース債務 10 10

未払法人税等 4,112 523

未払消費税等 4,215 2,377

賞与引当金 2,558 2,016

役員賞与引当金 77 1

預り金 1,897 2,948

その他 128 119

流動負債合計 27,903 24,967

固定負債
長期借入金 12,400 7,900

リース債務 17 12

退職給付に係る負債 772 700

繰延税金負債 554 419

その他 53 13

固定負債合計 13,798 9,046

負債合計 41,702 34,013

純資産の部

株主資本
資本金 686 1,190

資本剰余金 338 843

利益剰余金 21,430 24,973

自己株式 △0 △0

株主資本合計 22,454 27,007

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 △0 0

為替換算調整勘定 297 358

その他の包括利益累計額合計 297 358

新株予約権 6,161 5,862

非支配株主持分 1,014 1,215

純資産合計 29,928 34,443

負債純資産合計 71,630 68,456

単位：百万円

資産の部 FY3/2023
（2023年3月31日）

FY3/2024
（2024年3月31日）

流動資産
現金及び預金 31,969 29,318

受取手形 138 137

売掛金 21,712 22,381

商品及び製品 13 －

仕掛品 7 8

原材料及び貯蔵品 84 77

その他 1,992 2,501

貸倒引当金 △133 △211

流動資産合計 55,784 54,213

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物 1,318 1,027

減価償却累計額 △591 △483

建物及び構築物（純額） 727 543

その他 895 517

減価償却累計額 △313 △239

その他（純額） 582 277

有形固定資産合計 1,309 821

無形固定資産
のれん 5,414 5,560

リース資産 2 0

ソフトウエア 1,935 3,719

その他 3,452 1,983

無形固定資産合計 10,804 11,264

投資その他の資産
投資有価証券 1,033 7

長期貸付金 11 6

長期前払費用 169 106

繰延税金資産 2,001 1,633

その他 516 410

貸倒引当金 △1 △6

投資その他の資産合計 3,731 2,157

固定資産合計 15,846 14,242

資産合計 71,630 68,456
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FY3/2023 FY3/2024

売上高 170,631	 167,030

売上原価 137,530	 136,589

売上総利益 33,101	 30,440

販売費及び一般管理費
役員報酬 162	 155

給与及び賞与 6,177	 6,413

株式報酬費用 5,562	 －

賞与引当金繰入額 1,658	 1,309

役員賞与引当金繰入額 77	 2

福利厚生費 1,432	 1,507

採用関連費 3,549	 5,058

減価償却費 800	 985

支払手数料 1,623	 2,232

のれん償却額 423	 592

その他 2,719	 2,837

販売費及び一般管理費合計 24,186	 21,095

営業利益 8,914	 9,344

営業外収益
受取利息 8	 19

為替差益 65	 －

雇用調整助成金 106	 153

保険配当金 22	 12

保険解約返戻金 ー 29

匿名組合投資利益 ー 60

その他 72	 48

営業外収益合計 274	 324

営業外費用
支払利息 110	 127

為替差損 ー 37

支払手数料 3	 36

デリバティブ評価損 38	 49

持分法による投資損失 141	 －

その他 60	 20

営業外費用合計 355	 271

経常利益 8,834	 9,397

特別利益
固定資産売却益 0	 0

関係会社株式売却益 86	 528

新株予約権戻入益 0	 4

特別利益合計 87	 533

特別損失
固定資産除却損 39	 8

固定資産売却損 3	 157

退職給付制度終了損 19 13

和解金 ー 75

組織再編関連費用 86	 －

新型コロナウイルス感染症による損失 4	 －

出資金評価損 35	 －

特別損失合計 188	 254

税金等調整前当期純利益 8,734	 9,676

FY3/2023 FY3/2024

法人税、住民税及び事業税 4,920 2,785

法人税等調整額 △386 260

法人税等合計 4,534 3,045

当期純利益 4,200 6,630

非支配株主に帰属する当期純利益 368 269

親会社株主に帰属する当期純利益 3,831 6,361

FY3/2023 FY3/2024

当期純利益 4,200 6,630

その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 △0 0

為替換算調整勘定 165 69

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

その他の包括利益合計 165 69

包括利益 4,365 6,700

（内訳）
親会社株主に係る包括利益 3,972 6,422

非支配株主に係る包括利益 392 278

連結損益計算書

連結包括利益計算書

単位：百万円

単位：百万円
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株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 686 338 18,567 △0 19,592

当期変動額
新株の発行（新株予約権の行使）
剰余金の配当 △968 △968

親会社株主に帰属する当期純利益 3,831 3,831

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 ー

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － 2,862 △0 2,862

当期末残高 686 338 21,430 △0 22,454

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配 
株主持分

純資産 
合計

その他
有価証券

評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 △0 156 156 600 882 21,232

当期変動額
新株の発行（新株予約権の行使） 　　－
剰余金の配当 △968

親会社株主に帰属する当期純利益 3,831

自己株式の取得 △0

自己株式の消却 －
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 141 141 5,561 131 5,834

当期変動額合計 △0 141 141 5,561 131 8,696

当期末残高 △0 297 297 6,161 1,014 29,928

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 686 338 21,430 △0 22,454

当期変動額
新株の発行（新株予約権の行使） 504 504 1,008

剰余金の配当 －

親会社株主に帰属する当期純利益 6,361 6,361

自己株式の取得 △2,817 △2,817

自己株式の消却 △2,817 2,817 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 504 504 3,543 0 4,552

当期末残高 1,190 843 24,973 △0 27,007

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配 
株主持分

純資産 
合計

その他
有価証券

評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 △0 297 297 6,161 1,014 29,928

当期変動額
新株の発行（新株予約権の行使） 1,008

剰余金の配当 －

親会社株主に帰属する当期純利益 6,361

自己株式の取得 △2,817

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 60 60 △299 201 △37

当期変動額合計 0 60 60 △299 201 4,514

当期末残高 0 358 358 5,862 1,215 34,443

連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 2022年4月1日 至 2023年3月31日）

当連結会計年度（自 2023年4月1日 至 2024年3月31日）

連結キャッシュ・フロー計算書

単位：百万円

単位：百万円

単位：百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー FY3/2023 FY3/2024

税金等調整前当期純利益 8,734	 9,676

株式報酬費用 5,562	 －

減価償却費 814	 999

のれん償却額 423	 592

支払手数料 3	 36

貸倒引当金の増減額（△は減少） 25	 85

賞与引当金の増減額（△は減少） 253	 △542

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 27	 △75

受取利息及び受取配当金 △9 △19

支払利息 110	 127

持分法による投資損益（△は益） 141	 －

関係会社株式売却損益（△は益） △86 △528

固定資産除却損 39	 7

売上債権の増減額（△は増加） △197 △585

前払費用の増減額（△は増加） 12	 76

棚卸資産の増減額（△は増加） △17 19

長期前払費用の増減額（△は増加） △212 63

仕入債務の増減額（△は減少） △44 △55

未払消費税等の増減額（△は減少） 536	 △2,243

未払金の増減額（△は減少） △604 795

未払費用の増減額（△は減少） △296 1,165

預り金の増減額（△は減少） △985 1,049

その他 △181 △208

小計 14,048	 10,435

利息及び配当金の受取額 9	 19

利息の支払額 △110 △114

法人税等の支払額 △943 △6,353

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,004	 3,987

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の売却による収入 289

有形固定資産の取得による支出 △63 △34

無形固定資産の取得による支出 △2,446 △1,487

子会社株式の条件付き取得対価の支払額 － △687

関係会社株式の売却による収入 313	 1,555

出資金の払込による支出 △35 －

匿名組合出資金の払戻による収入 － 53

保険積立金の払戻による収入 ー 85

短期貸付金の純増減額（△は増加） 78	 5

差入保証金の純増減額（△は増加） 0	 10

その他 12	 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,139 △210

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） 92	 629

長期借入金の返済による支出 △3,648 △4,784

自己株式の取得による支出 △0 △2,817

配当金の支払額 △975 △0

非支配株主への配当金の支払額 △202 △125

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 713

その他 △14 △49

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,748 △6,434

現金及び現金同等物に係る換算差額 26	 6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,142	 △2,651

現金及び現金同等物の期首残高 25,827	 31,969

現金及び現金同等物の期末残高 31,969	 29,318
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派遣として働く人と日本のものづくりを支える企業、

志を同じくする社員たち、そして多様なステークホルダーの方々とともに。

私たちは厳正なコーポレート・ガバナンスを軸として

これからの社会により一層貢献できる組織を目指していきます。
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働く人の雇用と企業の生産活動を支える存在として、コーポレート・ガバナンスを
経営の最重要課題として捉え、社会的責任を果たすべく考え続けていきます。

コーポレート・ガバナンスの考え方

取締役会監査等委員会

選任・解任 選任・解任

選定・監督
連携

報告

監査

指示・監督

連携

連携連携

連携

連携

指示・監督

選任・解任

監査

監査
監督

人材派遣という「人」を中心とする当社の事業は、働く人一人ひとり

の雇用の安定、企業の生産活動に対する労働力の供給という、公

共的なインフラとしての性格を強くもっています。そのような事業領域

において大前提となるのは、個人の人権を尊重し、高い倫理観をもっ

て法令や社会規範を遵守すること。さらには幅広いステークホルダー

の皆様と社会からの信頼を得るため、透明性の高い情報開示と適切

なコミュニケーションを行い、説明責任を果たしていくことが重要であ

ると考えています。

そのためにも当社ではコーポレート・ガバナンスを経営の最重要事項

と位置づけて、継続的な強化に努めております。そのひとつとして、

2022年６月25日開催の第15回定時株主総会における承認を得

て、監査等委員会設置会社に移行しました。高度な専門的知見を有

した社外取締役3名で構成されている監査等委員会は、経営監視

機能の客観性及び中立性を確保する体制となっております。これまで

も「独立社外取締役による監督体制の強化」「経営の監督と業務執

行の分離」「監査等委員と内部監査部門が連携した監査体制」とい

う３点に軸をおいた体制強化に取り組んできましたが、監査等委員会

設置会社への移行により、さらなる体制強化を叶えています。

今後とも、持続的な企業価値の向上を実現するために、常にリスクを

コントロールし事業を適切な状態で運営する「守りのガバナンス」と、

環境変化に迅速に対応し新たな事業機会へと変えられる、柔軟な発

想と果敢なリスクテイクを支える「攻めのガバナンス」の両者を重視し

ながら、体制強化に努めていきます。

コーポレート・ガバナンス体制図

株主総会

会計監査人

IT投資委員会指名・報酬委員会

ガバナンス検討会

コンプライアンス・
リスク管理会議

代表取締役

経営会議

各業務部門

各事業会社

取締役
（監査等委員である者を除く）

監
督
・
意
思
決
定
機
関

業
務
執
行
機
関

答申諮問

諮問答申

答申諮問

監査等委員である取締役

内部監査室

氏名

属性 求める経験・専門性

独立性 ジェンダー 企業経営 人材事業 グローバル
ビジネス M＆A 事業開発 人事・

人材開発
ファイナンス

・会計
法務・リスク
マネジメント

若山 陽一 ● ● ● ●

外村 学 ● ● ●

井垣 太介 ● ● ●

島 宏一 ● ● ● ● ● ● ●

林 貴子 ● ● ● ● ●

取締役会のスキルマトリックス

※2022年度より監査等委員会設置会社へ移行

20
15

20
17

20
16

20
19

20
18

20
20

20
23

20
22

80

（%）（名）

8

707

606

505

404

303

202

101

20
21

■ 社内取締役
■ 社外取締役

■ 社内監査役
■ 社外監査役

－ 社外役員比率 指名・
報酬委員会

コンプライアンス・ 
リスク管理会議 IT投資委員会

議長
委員長 社外取締役 執行役員 執行役員

構成 代表取締役 2名 
社外取締役 3名

代表取締役 1名 
社外取締役 1名 
社外弁護士 1名 
執行役員 3名

代表取締役 1名 
社外有識者 1名 
執行役員 4名

目的

当社の取締役、執
行 役員の指 名・報
酬に関する手続きの
透明性及び客観性
の確保、最高経営
責任者等後継者計
画、監督に関する取
締役会の説明責任
の強化

UTグループ全社に
おけるコンプライアン
ス違反の抑制、リス
ク管理及び損失の
最小化

UTグループ全社の
ITシステムによるソ
リューションの検討、
投資判断の妥当性
及び投資後の効果
検証等

社外役員比率の推移 取締役会の諮問機関

20
24

氏名 役位 在任期間 指名・報酬委員会 コンプライアンス・
リスク管理会議 IT投資委員会 ガバナンス検討会

若山 陽一 代表取締役会長 17年※ ●

外村 学 代表取締役社長 ５年※ ● ● ●

井垣 太介

監査等委員である取締役

６年 ● ●

島 宏一 ２年 ● ● ●

林 貴子 新任 ● ●

取締役会の構成

※取締役在任期間
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取締役選任方針

取締役候補者の指名については、グループの持続的な成長と中長

期的な企業価値の向上に貢献し得る人物を取締役とすることを基本

方針とし、取締役会全体の能力・知識のバランスに配慮した上で、

取締役会の諮問機関である指名・報酬委員会において選定し、取

締役会にて決定します。

監査等委員候補者の指名については、当社の健全な経営と社会的

信用の維持向上に資する人物で、中立的・客観的に監査を行うこと

ができることを基準に指名・報酬委員会にて選任し、監査等委員会

の同意を得た上で取締役会にて決定します。また、社外取締役につ

いては、東京証券取引所の独立性に関する判断基準を参考に、経

歴や当社との関係を踏まえ、十分な独立性が確保できる人物を選任

しております。

取締役及び監査等委員の解任については、法令・定款に違反する

重大な事実が判明した者、選定基準から著しく逸脱した事実が認めら

れた者、職務を懈怠することにより著しく企業価値を毀損した者、その

他職務の適切な遂行が困難と認められる事由が生じた者について、

解任に向けた手続きを開始します。取締役及び監査等委員の解任

手続については、指名・報酬委員会による公正かつ厳格な審議を経

た上で、取締役会における決議を経て、株主総会で決定されます。

監督・意思決定機関を構成する組織の役割 取締役（社内）の選任理由

監査等委員である取締役（社外）との連携状況

経営の監督と執行の分離を推進し、取締役会の執行権限の大半を執行役員に委譲するとともに、
重要な経営テーマごとに諮問機関を設置している点がUTグループの大きな特徴です。

取締役会 監査等委員会

経営に関する最高意思決定機関として、経営の基本方針や重要事項

について決議するとともに、業務執行者に対する監督を適切に行うこ

とを重視しています。取締役の人数は実質的な議論が可能な人数に

留め、半数以上を社外取締役、かつ３分の１以上の取締役を独立役

員で構成することにより、客観性の高い監督が行える体制を構築して

います。

監査等委員3名は社外取締役で構成され、経営監視機能の客観性及

び中立性を確保する体制となっています。企業規模、業種、経営上の

リスクその他会社固有の監査等の環境に配慮し実効性のある監査を

行います。また、内部監査部門その他内部統制システムにおけるモニタ

リング機能を所管する部署等と緊密な連携が保持される体制を整備し

ています。

UTグループでは、計算書類などについて会社法監査、金融商品取引

法監査を実施する会計監査人として、仰星監査法人と監査契約を締結

しています。

ガバナンス検討会 会計監査人

監査等委員である社外取締役3名で構成し、コーポレート・ガバナンス

を主要なテーマとして、情報交換・認識共有するための場として設置さ

れています。共有された意見は必要に応じて取締役会で報告し、コーポ

レート・ガバナンスを強化するための討議テーマとして活用します。

指名・報酬委員会 IT投資委員会

取締役会の任意の諮問機関として取締役候補者、監査等委員候補

者、執行役員及び重要子会社の執行役員候補者の指名、報酬に関

する手続きの透明性及び客観性を確保するとともに、最高経営責任者

等選解任プロセス及び最高経営責任者等後継者計画・監督につい

て取締役会の説明責任を強化することを目的に設置されています。当

社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上に貢献し得る

人物を指名し、取締役会へ付議することとしています。

UTグループ全社の情報システム基盤に関する中長期的な開発・投資

計画について検討する取締役会の諮問機関としての役割と、短期的

なシステム投資等に関する業務執行上の意思決定機関としての役割

を持っています。代表取締役、ITに関する社外有識者を委員として、経

営上の課題に対するITシステムによるソリューションの検討や投資判

断の妥当性や投資後の効果検証等について議論を行います。

コーポレート・ガバナンスの考え方

監査等委員である取締役（社外）の選任理由と活動状況

選任理由 前年度の活動状況

井垣 太介
監査等委員である取締役（社外）

クロスボーダー案件、M&A、事業再生、訴訟案
件等の法務全般に関する豊富な実務経験を活
かし、当社内においてコンプライアンス及びコー
ポレート・ガバナンスの観点から積極的に助
言・提言を行っております。その経験が当社の
成長及びリスク管理に今後も活かされると期待
されます。

■ 出席状況
［取締役会100％（16／16回）監査等委員会100％（12／12回）］
企業法務のスペシャリストとしての幅広い経験と専門知識を活かし、コンプラ
イアンス及びコーポレート・ガバナンスの観点から助言・提言を行っておりま
す。また、監査等委員会やガバナンス検討会への出席、指名・報酬委員会の
委員として、客観的・中立的な立場で監督機能を担いました。

島 宏一
監査等委員である取締役（社外）

これまで人事、総務、マーケティング、販売会社
統括、社内外広報、宣伝、ブランドマネジメント、
IR、財務、法務、コンプライアンスと幅広い分野
の知識と経験を活かし、当社内においてさまざま
な助言・提言を行っております。その知識と経
験が当社の成長及びビジョン実現に活かされる
と期待されます。

■ 出席状況
［取締役会100％（16／16回）監査等委員会100％（12／12回）］
複数の上場会社における社外取締役、監査役等としての豊富な経験と見識
に基づき、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・
提言を行っております。また、監査等委員会、コンプライアンス・リスク管理会
議及びガバナンス検討会への出席や指名・報酬委員会の委員として、客観
的・中立的な立場で監督機能を担いました。

林 貴子
監査等委員である取締役（社外）

人事領域における豊富な知識と経験をもとに複
数社の要職を歴任してきました。その知識と経
験が当社事業の根幹である人事制度への助
言・提言に活かされると期待されます。

（新任）

若山 陽一
代表取締役会長

当社創業以降、長年にわたり経営者として十分な実績と高い見識を有しており、当社グループの継続的成長のために強いリー
ダーシップを発揮しながら、当社グループ事業の発展を牽引してきました。これまでの経験が2030年３月期を見据えた長期経営
ビジョンの実現に向けた次期中期経営戦略や経営方針の策定等に活かされると期待されます。

外村 学
代表取締役社長

全事業部門を担当する取締役として、豊富な営業経験と経営全般に関する知見を活かし、当社の事業会社経営に寄与しており
ます。その経験が事業の陣頭指揮、サービス基盤及び事業基盤の構築による派遣サービスの質向上、第４次中期経営計画の
実現、組織力の強化に活かされるものと期待されます。

監査等委員会にて、執行役員へのインタビュー機
会を設け、情報共有

社外取締役と執行サイドとの
コミュニケーション

1

社外取締役の経営会議への参加を促進、また、経
営会議における議論の状況及び決議状況は、社
外取締役も経営会議資料や議事録で確認

社外取締役の
経営会議への参加

2

コーポレート・ガバナンスについての情報共有及
び意見交換

社外取締役による
ガバナンス検討会の開催

3

コンプライアンスに関する方針及び活動計画に関
する審議、公正な職務執行を確保するための必
要事項の検討や調査、リスクアセスメントの実施と
リスクマネジメント

社外取締役のコンプライアンス・
リスク管理会議への参加

4

審議事項を事前に説明

社外取締役に対する
取締役会上程議案の説明

5

社外取締役と機関投資家とのスモールミーティン
グを定期的に開催し、対話機会を創出

社外取締役と投資家との
ディスカッション

6
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東京証券取引所の定める「コーポレートガバナン

ス・コード」に基づき、取締役会の機能向上を図

ることを目的として、当社取締役会の実効性に

関する評価・分析を実施しております。2024年

3月期末に実施した評価・分析の方法と、その

結果は以下の通りです。

取締役会の構成と運営

取締役会と業務執行を担う経営陣の役割・機能が明確化されるとともに、取締

役会における社外取締役の役割・機能も明確化されているという点が最も高い

評価となりました。

また、前回実施時に課題としていた実質的な議論を深めるための必要十分な議

題説明の在り方については改善を講じ、資料の事前配布や説明のタイミング等

に十分な配慮がなされたことから、必要な情報を網羅した上で適切な範囲・内容

の議論が交わされるようになったことにより、評価が上昇しました。しかしながら、

経営会議決議事項の取締役会における報告の在り方及び進め方には一層効

率化していく必要があるということも確認されました。

また、経営陣と社外取締役とのコミュニケーションに関しては、監査等委員会に

て社外取締役と一部執行役員との対話機会があり、必要な情報共有がなされ

ているものの、さらなる相互コミュニケーションの充実が図られるような機会の設

定を検討すべきであるとの意見が挙がりました。

1

経営戦略

IT投資（次期システムプロジェクト進捗、グループ統合採用サイトの機能強化等）

事業戦略（組織戦略、採用活動等）

中期経営計画のM&A方針に基づくM&A案件、PMIの状況

サステナビリティ活動

資本政策・ファイナンス

グループファイナンス

株主還元方針

キャッシュ・フローと資金調達

ガバナンス

指名及び報酬関係

重要リスクの対応状況

取締役会の実効性評価

会社機関の設計

● 実施時期：2024年２月～３月
● 回答対象者：全ての取締役及び取締役監査等委員 計６名
● 実施方法：ＷＥＢアンケートによる自己評価、外部機関による評価結果の集計・分析
● 評価項目：大項目５部構成（全25問）　①取締役会の構成と運営、②経営戦略と事業戦略、③企業

倫理とリスク管理、④業績モニタリングと経営陣の評価、⑤株主等との対話
● 回答方式：５段階評価と大項目毎にフリーコメント・要望を記載

取締役会の実効性に対する評価・分析 2024年3月期 取締役会における主な審議・報告事項

取締役会の年間スケジュール

経営戦略と事業戦略

取締役会は、経営環境の不確実性の拡大やサステナビリティに係る社会的要請の高まり等の外

部環境の変化を踏まえ、持続的な企業価値向上の実現に向けた取り組みを行っているという点が

最も高い評価となりました。

一方で、長期経営ビジョンの実現に向けた中長期経営計画の策定及び人的資本への投資・人

材戦略の策定・遂行においては、取締役会が果たす役割を明確化するとともに、その役割を踏ま

えた取締役会でのアジェンダの設定及び議論の深化が図られるよう取り組むべきであるということ

が確認されました。

また、資本コストを踏まえた経営の実現についても、M&AやIT投資等における投資とリターンの議

論には特段問題として指摘されることは無いものの、持続的成長に向けた経営資源の適切な配

分や事業ポートフォリオの見直し等の取り組みを推進していくべきであるとの意見が挙がりました。

2 企業倫理とリスク管理

「内部統制システムの構築・運用の監督」や「内部監

査部門の適切な機能」、「リスク評価プロセスの構築」

といった点が高い評価となりました。内部監査部門等

との十分な連携を図りながら、適切なリスク管理・評

価がなされていることを確認しています。本項目におけ

る質問項目の評価は概ね高い結果となりましたが、取

引先企業等を含むバリューチェーン全体でのリスク管

理体制の構築や生産性向上に向けた取り組み状況

については取締役会で確認されることが望ましいとの

意見が挙がりました。

3

株主等との対話

取締役会は、対話を通じて得られた株主・投資家からの

意見をもとに、戦略やKPI、ガバナンス等の見直しを行

う等、株主との対話を企業価値向上に活用できるよう

に取り組んでいるという点が最も高い評価となりました。

従前よりも、企業価値向上や株価といった観点での議

論が深化しているとの意見が挙がりました。さらには、前

述（②経営戦略と事業戦略）にもありますが、資本コス

トや株価を意識した経営の実現に向けた取り組みの検

討がなされるべきであるとの意見が挙がりました。

5業績モニタリングと経営陣の評価

当社は、2024年３月に代表取締役２名体制への変更を決議しました。第４次中期経営計画ロー

リングプランを実現するにあたり、代表取締役２名の役割を明確化することにより、意思決定の

迅速化及び業務執行機能の強化を図る狙いであります。前回実施時に、最高経営責任者等の

後継者計画の策定・運用については課題としており、継続的に議論が交わされてまいりました。

今後、さらに次の世代の経営人材の育成については、取締役会及び指名・報酬委員会が果た

す役割について認識の共有に取り組むとともに、共有された認識を踏まえ、その議論の現状に

ついて指名・報酬委員会から取締役会への情報共有が行われるべきであるということが確認さ

れました。

4

2023年／4月 5月 6月 7月 8月 9月

定時 臨時 定時 臨時 定時 臨時 定時 臨時 定時 臨時 定時 臨時

議案分類 ● ● ● ● ● ● ● ●

議
案
分
類

M&A ● ● ●

ガバナンス ● ● ● ●

IT投資 ● ●

決算/業績見通し ● ●

指名・報酬関係 ● ●

ファイナンス/資本政策 ● ● ● ●

事業 ●

サステナビリティ ●

その他 ●

10月 11月 12月 2024年／1月 2月 3月

定時 臨時 定時 臨時 定時 臨時 定時 臨時 定時 臨時 定時 臨時

● ● ● ● ● ● ● ●

議
案
分
類

M&A ● ● ● ●

ガバナンス ● ● ●

IT投資 ●

決算/業績見通し ● ●

指名・報酬関係 ● ● ● ●

ファイナンス/資本政策 ● ● ● ●

事業 ● ●

サステナビリティ ● ●

その他
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アンケートでは、５つの大項目において、前回のスコアからさらに上昇

し、全項目の評価平均が4.38（前回評価 4.16）であること、また以

下に挙げる各項目の評価内容を踏まえ、当社取締役会は適切に機

能しており、取締役会の実効性は概ね確保されていることを確認いた

しました。フリーコメントにおいても、重要な不備を指摘するものはあり

ませんでした。
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INTERVIEW with Outside director

井垣 取締役会では個別の業務執行に偏ることなく、ガバナンスや社

内体制の構築、経営環境に応じた判断、労働災害の防止を含めたリ

スクアセスメントと未然防止の強化など多様な議論が行われてきまし

た。業務執行側の成熟度の高まりや、企業の成長過程における重

点課題の変容を背景としながら、取締役会が果たすべき議論が明確

化されてきた印象です。他社と比較してもこの点は評価できる部分だ

と感じます。

島 社外取締役として３年目を迎えて、取締役会の審議事項が多角

的になったと私も感じています。社外取締役を中心に活発な議論がさ

れていて、業務執行側には若山会長を中心に我々の意見を真摯に

受け止める姿勢がある。監督・意思決定と業務執行の関係性に基

づいて、議論の健全性は変わらず維持されています。

井垣 各々の専門性に基づき、バラエティに富んだ視点をぶつけ合い

ながら侃々諤 と々議論する姿勢は社外取締役に期待される部分であ

り、それは実現できていますね。

島 株主還元方針を配当性向60％に変更する際も、多角的な議論

に基づいて叶えられたものです。若山会長の提案が起点になってい

ますが、これまでの自己株式の取得か配当金かという二者択一の方

針より株主・投資家の皆様に受け入れられやすいのではないでしょう

か。一方で第４次中期経営計画を１年間延長したこともあり、ローリン

グプラン遂行の責任感は高まっています。まずは第４次中期経営計

画の達成に向けた議論に徹底する姿勢が望まれるでしょう。

井垣 第４次中期経営計画以降、長期的な経営環境の変化を見据

えた“ポスト派遣”の議論は、その土台の上にもたれるべきです。

島 そのような中、2025年3月期からは代表取締役２名体制という大

きな体制変更を行いました。業務執行の責任者として外村社長の立

場が明確化し、現場に近い方々にとっては指揮系統がわかりやすく

なったのではないでしょうか。

井垣 サクセッションやBCPの観点も含めて、若山会長が担う機能を

他の経営陣に移譲していくべきだという議論は、東証一部（当時）に

上場した2019年頃から長くされてきました。今回の体制変更により

経営判断に厚みが出るだけでなく、管理監督の面での細やかなリスク

アセスメントなども実現するでしょう。

島 その通りで、外村社長が現場へと目を向け、若山会長がより包括

的な視点や経験をもとに、取締役会として議論を重ねることで、これま

でとは異なる経営判断が出てくることを期待しています。一方で、私が

過去に代表取締役２名体制を経験した経緯から、各人の役割を明確

化しないと逆に組織に混乱を生んでしまうと取締役会では申し上げま

した。

井垣 体制変更に際しては取締役会と指名・報酬委員会で重ねて

議論がもたれました。若山会長と外村社長は数年間並走して、役割

を伝承していくと思いますが、その背景には経営陣一人ひとりに組織

を牽引する存在になってほしいという若山会長の想いがあると感じま

す。創業者であり大株主でもある若山会長は、目指すべき価値観が

明確で、リスクテイクの判断力や会社の業績を通した社会貢献の意

識も高い。自らも株主であるようにリスクを客観的に判断して経営者と

してテイクする力を、他の経営陣も備えていくべき段階にきており、今

回の体制変更が若山会長の資質を拡張・継承していく重要なステッ

プとなるはずです。

島 若山会長は現場にイニシアティブを持たせたい、現場で決定して

迅速に動ける組織をつくりたいと常々口にしていました。その反面、お

話の通りオーナー経営者として発言力が強く、経営会議などでの存

在感がいまだに強いのは事実です。外村社長の経営判断を軸としな

がら、現場の自律的な意思と両立できる組織をつくっていくことが、こ

れから数年間の課題となるでしょう。

井垣 世界的な景気低迷を鑑みつつ、売上高や採用数、大手顧客と

の取引状況などを軸とした業績モニタリングは徹底しています。しかし

ながら前年度の業績予想の下方修正では経常利益で34％の見直し

が生じており、半導体業界の停滞に加えて、復調する自動車業界で

も不安定さがあり、経営環境では想定外の部分がありました。

島 40万人強の製造派遣市場のマーケットリーダーとして、外的な影

響を大きく受けるのは仕方のない部分でもあります。業務執行側では

マーケットのポジショニングなども細かく見ており、業績モニタリングに

ついては私も課題感は抱えていません。

井垣 EPSのほかPBRやROEなど、当社が重要指標としている数値

は堅調に推移しており、前年度の業績から大きな課題が露呈したと

は考えていません。キャッシュアロケーションの適切な管理を踏まえて

設定した配当性向60％への変更も、株主・投資家の皆様の期待に

応えられるものではないでしょうか。

島 規模拡大に伴い、業績成長の難易度は上がっていますが、財務

諸表から大きな問題は見られません。これから考えるべきは、過去の

実績の延長線上でこれからの成長を実現できるかということ。ここで

強引に進めてしまうと事業効率や人材スキルの低下を招きかねませ

ん。その見極めを意識することが重要な局面に入っていると考えてい

ます。

井垣 事業面では2024年4月に技術者派遣事業を譲渡し、製造派

遣事業への集中を図りました。これは単に事業撤退というネガティブ

な判断ではなく、あくまでも最も重要な顧客は製造派遣で働く人であ

り、そのことを軸足に置いたうえで、働く人の可能性を拡げようとする

若山会長をはじめとした当社の変わらぬ姿勢の現れでもあります。取

締役会でも議論をもちましたが、堅実な経営判断だったと評価してい

ます。

島 技術者派遣の業界には強力な競合も存在しますし、マネジメント

の難易度という課題を抱えていました。それを踏まえたうえで今回の経

営判断には、自分たちの強みを活かすという合理的な決断がベース

にあったと感じています。

井垣 こういった重要な経営判断や中長期的な経営戦略の策定、お

よび取締役の指名・報酬に関与し、外部ステークホルダーの目線で

意見を述べていくことが社外取締役に求められる役割だと考えていま

す。業績は当然ながら、何よりガバナンス体制の徹底と株主目線で

の意見の反映を全うすることを心がけています。

島 外から当社を見た時に、やはり「オーナー経営者への牽制は効い

ているのか」ということが気になるでしょう。オーナーに限らず、これまで

実績を残してきた経営者ほど、時に危険な賭けに乗ってしまうことがあ

る。若山会長は大胆であっても、そうした兆候をもつ人ではありません

が、牽制する立場としての社外取締役や取締役会の存在意義は常

に意識しています。

井垣 弁護士の立場からは、法的リスクのアセスメントを特に意識して

います。人を派遣する事業として、人命や健康に対するフォローは大

前提となるもの。加えて数万人の人材を派遣するなかで顧客に迷惑

をかける事件の発生なども留意しなくてはいけません。

島 私は財務や人事などの管理部門で経験を積んできたこともあり、

経営陣が掲げる高い目標に対して、現場に強い負荷が生じていない

か、スムーズな連携が取れているかを注視しています。2023年からは

監査等委員会で執行役員との面談機会を持っており、現場の声を拾

い上げながら監督を続けていきたいと考えています。

井垣 社外取締役は株主や投資家の外部ステークホルダーの皆様と

経営陣との橋渡しと言われます。これからも有益なご意見を経営に反

映していけるよう努めていきます。

判断力と自律性のある組織づくりのために
より強固なガバナンス体制の確立に向けて

井垣 太介 島 宏一– 取締役（社外） 監査等委員 
– 西村あさひ法律事務所 法人社員弁護士

– 取締役（社外） 監査等委員 
– 株式会社リクルートメディアコミュニケーションズ（現・株式会社リクルート）
　元代表取締役社長

社外取締役を務める井垣太介氏と島宏一氏、
2024年６月より同役職に就任した林貴子氏に
コーポレート・ガバナンスを軸としたより強固な組織づくりと
社外取締役として果たす役割について語っていただきました。

社外取締役インタビュー
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ステークホルダー 対応方針 コミュニケーション機会

従業員

UTグループは、従業員の一人ひとりがはたらくこ
とを通じた自己実現を支援する環境の提供を通し
て、従業員満足向上とお客様満足向上の両立に
努めます。

● キャリアパートナーによるカウンセリング 
● 社内ポータルサイト・社内報 
● UTアプリ（社内コミュニケーションツール） 
● 従業員研修 
● 自己評価制度と個人面談 
● 社員会 
● 内部通報窓口

お客様
UTグループは、高い意欲を持った人材によるサー
ビス提供と労働環境の改善活動を通して、お客様
満足向上と従業員満足向上の両立に努めます。

● 日々の営業活動 
● コーポレートサイト 
● コンタクトセンター 
● お客様アンケート

求職者

UTグループは、求職者一人ひとりのキャリアに向
き合い、キャリア形成に関するアドバイスや仕事や
会社に関する正確な情報を提供し、一人ひとりの
可能性の拡大に努めます。

● 会社説明会 
● 面接 
● 求人サイト、求人広告

株主・投資家

UTグループは、透明性の高い経営と情報開示を
重視しています。透明性・公平性を期するためIR
ポリシーにもとづいたコミュニケーションを行いま
す。

● 株主総会
● 株主説明会
● 決算説明会
● 個人投資家向け説明会
● 機関投資家とのミーティング
● 投資家向け情報サイト

UTグループは、一人ひとりを尊重しながらお客様の課題を解決するために、
常に開かれた企業姿勢をとりつづけ、ステークホルダーの皆様との対話を通じた
持続的な企業価値の向上を図っています。

UTグループでは、事業の継続と拡大にはステークホルダーと

社会からの信頼の獲得が欠かすことのできないものであると考

えており、透明性の高い情報開示と、適切なコミュニケーショ

ンを行うことを「コーポレート・ガバナンス基本方針」に定めて

おります。合わせて以下のように「ステークホルダー・エンゲー

ジメント方針」を定め、ステークホルダーとのコミュニケーション

活動と適切な協働に取り組んでおります。

UTグループは、雇用の安定と労働力

の供給という公共的インフラを提供す

る企業としての社会的責任を自覚し、

社会とステークホルダーから信頼され

る企業であり続けるため、UTグルー

プに対する要請や期待を的確に把握

し、それらに応えていくことが重要であ

ると考えています。適切な情報収集と

情報開示、対話等のコミュニケーショ

ンを行い、ステークホルダーとの協働

に努めてまいります。

従業員への対応方針 お客様への対応方針

求職者への対応方針
株主・投資家への
対応方針

私たちは、従業員の一人ひとりがはたらく
ことを通じた自己実現を支援する環境の
提供を通して、従業員満足向上とお客様
満足向上の両立に努めます。

私たちは、高い意欲を持った人材による
サービス提供と労働環境の改善活動を
通して、お客様満足向上と従業員満足
向上の両立に努めます。

私たちは、求職者一人ひとりのキャリアに
向き合い、キャリア形成に関するアドバイ
スや仕事や会社に関する正確な情報を
提供し、一人ひとりの可能性の拡大に努
めます。

私たちは、透明性の高い経営と情報開示
を重視しています。透明性・公平性を期
するためIRポリシーにもとづいたコミュニ
ケーションを行います。

1 2

3 4

ステークホルダー・エンゲージメント

ステークホルダー・エンゲージメント方針
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社外取締役インタビュー INTERVIEW with Outside director

社外取締役候補者への選任は先ごろ任期を満了となった佐々木裕

子氏からの紹介がきっかけでした。ただし当時は他社での社外取締

役就任も決まっていて、はじめはお断りするつもりだった、というのが

正直なところです。しかし若山会長や経営陣と話をした際に、UTグ

ループの経営理念に感銘を受け、また私が長年抱いていた社会課題

の解決と同社のビジョンが重なる部分があると感じ、この会社とならば

自身の知見や経験を活かして、ともに社会での価値創造ができるの

ではとお引き受した次第です。

私の経歴を紹介させていただくと、現在は株式会社三井住友フィナン

シャルグループの執行役員等を務めますが、元々は新卒で日本輸出

入銀行（現・国際協力銀行）に入行しました。ライフイベントで仕事を

離れた後、複数の職を経てアメリカのコンサルティング会社に就職。

コールセンターのマネージャーから約４年後にアジアエリアのエグゼク

ティブディレクターになり、その後、新生銀行へと籍を移して約15年に

わたり人事領域を専門に、人事制度改革、M&A、グループ会社の本

部機能の設置など、幾多の業務に携わってきました。

人材育成や人的資本経営に取り組んできたなかで、正社員・契約社

員・派遣社員といった雇用形態による待遇格差には長らく課題意識

を持っていました。労働人口の減少などを起点とした労働力の流動

化が進めば、雇用形態にかかわらずパフォーマンスの向上とともに働

く人のキャリアがつくられていく事が本来あるべき姿のはず。しかしそ

れを実現する企業は、日本には多くありません。この課題に対し、UT

グループは技術職社員３万人超という規模にありながら、社員の成長

支援を通じて働く人と組織がWIN-WINの関係にある社会づくりに真

摯に向き合っています。短期的な事業戦略にとらわれてしまう経営者

も多いなかで、“社会のために、派遣で働く人のために”という想いを熱

く語ってくれた若山会長の姿勢も、参画することを決意した大きな理

由のひとつです。

社外取締役としては人事における専門性を活かし、人材の能力を最

大化して企業価値の向上に結びつける評価や育成の施策、企業の

サステナブルな成長を叶えるための体制や仕組みづくりに積極的に

関与していく考えです。さらに新たな事業展開を見据える長期的な視

点では、外部コンサルタントとして多くの企業経営に関わってきた経

験が活かせるでしょう。また私は過去に契約社員や派遣社員として働

いた経験の持ち主でもあります。ダイバーシティの観点からも、派遣の

現場を自分事として体感してきたことが、事業への理解を深めるうえで

役立つはずです。

なお若山会長の実績や姿勢を評価したうえで、他方、UTグループは

創業者が代表取締役を務める所謂「オーナー企業」です。創業者の

強く迅速な意思決定が成長を推進する一方で、存在が大きくなりすぎ

ると、外部や現場の意見を健全に反映できなくなるリスクを秘めてい

るのが事実。この点においてオーナー企業における社外取締役の役

割は重要です。古くは“物言わぬ存在”ともされてきた社外取締役です

が、私自身は経営・執行部門に真っ向から意見を言う立場を常に意

識して務めていく所存です。

ステークホルダーの皆様とは、これからも積極的な対話を続けていきま

す。投資家の皆様へのリターンと継続的な投資をつなぐ正の循環を

生み出し、UTグループのサステナブルな価値向上をともに目指すよう

なエンゲージメントをつくることが理想です。製造業を通して日本経済

を再生させる、働く人の力を最大化させるプラットフォームとして派遣

業の在り方を追求するUTグループの取り組みは、労働市場をはじめと

した新たな社会の実現につながるもの。その姿勢を是非とも一緒に

支援していただきたいと思います。

ステークホルダーの皆様とともに
新たな労働市場の在り方を叶えていきたい

林 貴子

– 取締役（社外） 監査等委員
– 株式会社三井住友フィナンシャルグループ
　執行役員
– 三井住友カード株式会社 常務執行役員
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UTグループでは、業務執行権限の一部を執行役員に委譲すること

により、責任の明確化とともに迅速な業務執行を可能にする体制を

採用しています。事業規模や戦略に沿って設置された「部門」を執行

役員が管掌し、部門全体の執行責任とともに部門間の調整機能を

UTグループにおけるコンプライアンス違反を抑制するとともに、経営

上のリスク管理を行うための取締役会の諮問機関としてコンプライア

ンス・リスク管理会議を設置しています。コンプライアンス担当部署を

管掌する部門の責任者を議長とし、社外の弁護士も参加して、コンプ

ライアンスに関する方針や活動実施計画に関する審議、コンプライ

担っています。また、部門内で細分化された機能や業務を執行役員

が担当することで、専門性の高い領域に対しても経営の意思を速や

かに執行に反映させています。

アンスを確保するための必要事項の検討、各種調査と再発防止策

の策定、リスクの種類を把握した上で、リスクを管理・評価し、リスク

発生の抑止と、発生した際の損失の最小化並びに再発防止策の策

定を行っています。

業務執行機関の基本的な考え方 業務執行機関を構成する組織の役割

取締役会

コンプライアンス・
リスク管理会議

事業開発部門

経営基盤部門

内部監査室

代表取締役

経
営
会
議

事
業
領
域

ス
タ
ッ
フ
領
域

マニュファクチャリング事業部門 ＵＴエイム（株）

エリア戦略事業部門
ＵＴコネクト（株）

UTパートナーズ（株）

戦略投資事業部門

ＵＴスリーエム（株）
ＦＵＪＩＴＳＵ ＵＴ（株）

ＵＴ エフサス・クリエ（株）
ＵＴ ＭＥＳＣ（株）

ＵＴ東芝（株）
UTハイテス（株）

Green Speed Joint Stock Company

サービス開発部門

監査等委員会

2024年8月31日現在

業務執行機関相関図

コンプライアンス・リスク管理会議

経営の意思をスムーズかつ的確に現場へと伝達する業務執行体制の確立を目指しています。

業務執行機能とコンプライアンス

マニュファクチャリング事業部門
大企業向けワンストップ戦略に基づく事業計画を策定し実行する事

業組織です。日本を代表する大手製造業を顧客として製造エンジニ

アの派遣から生産工程で必要となる人材の専任の常駐管理者を

含むチームでの人材派遣等の人材サービス、外国人技能実習生

の管理代行などの事業運営を担っています。

エリア戦略事業部門
地域プラットフォーム戦略に基づく事業計画を策定し実行する事

業組織です。各地域の働く人と企業に働き方のプラットフォームを

提供する、地域密着型の人材派遣等の人材サービス事業を運営

しています。きめ細かなサービスを提供するため、全国各地を細か

いエリアに分け、地域ごとに営業、採用、管理を行える組織を構築

しています。

事業開発部門
中期経営計画においてM&Aによる機能強化と規模拡大を前提と

している領域についてのM&A戦略の立案から、資本提携やM&A

に関する業務をファインディングからクロージング、初期PMIまでを一

貫して行っています。

戦略投資事業部門
企業の競争力を強化する人材流動化支援や高スキルエンジニア

領域の開拓、外国人がイキイキ働ける環境整備等、事業会社単位

で策定した事業戦略のもと、長期を見据えた事業基盤を構築してい

く事業組織です。

経営基盤部門
グループ各社の派遣管理を含むコンプライアンス体制の運営、財

務や経理、法務、IRなどのコーポレート機能、社員のサポートデスク

運営など、グループ全体の経営を支える重要な機能を担っています。

さらに、グループ全体の経営計画策定とモニタリング、ITによる課

題解決や業務標準化による事務領域の生産性向上を遂行します。

加えて、2024年４月より、人材マネジメント等の人事に関する企画・

運営、社内外の広報機能も当部門に移管しています。

サービス開発部門
技術職社員の採用やキャリア開発支援、サービス開発の機能を

有する組織です。働く人のキャリア形成を支える仕組みづくりとし

て、教育コンテンツやアセスメントプログラムの開発、管理者やキャ

リアパートナーの育成、教育施設の運営などを担っています。グ

ループ採用機能として、事業会社で必要とする共通機能としての

コールセンター運営や新卒採用、自社での採用媒体の運営ととも

に、採用業務に関するハブとしてグループ会社の採用情報の管理

を担っています。

内部監査室
代表取締役の直轄組織として、内部監査計画に基づきグループ全

体を対象に、経営組織の整備状況、業務運営の準拠性、有効性

及び効率性を検討・評価し、その結果を代表取締役と監査等委員

会に報告しています。また、監査等委員会と連携することで、グルー

プ全体のガバナンスや内部統制並びにリスク管理体制の有効性

についての監査を行っています。
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・第17回定時株主総会出席者数：42名
 質問数：5名10問
 （事前1名3問、当日4名7問）
 議決権行使率：79.02％
・会社説明会出席者数：42名
 質問数：2名3問

・決算説明会開催数：3回
・決算説明会来場者数：243名
 （オンライン開催3回の合計）
・決算説明会開催のない四半期における
 決算説明動画視聴数：1,031回（全1回）

株主の皆様との対話の場 株主・投資家の皆様との対話の実施状況等

機関投資家の皆様との対話の場

持続的な成長にはステークホルダーの皆様との対話が不可欠であると認識し、
IR活動を経営の重要な課題として積極的かつ建設的な対話の促進に努めています。

株主・投資家の皆様との継続的な対話を実施しています。
特に2024年３月期は、第４次中期経営計画ローリングプラン公表のため積極的に対話機会を獲得し、
年間で798件の投資家接点を創出しました。
また、対話で得られた株主・投資家皆様の意見等を取締役会等でフィードバックし、
経営及びIR活動の改善に活かしています。
さらに、 株主・投資家の皆様の分析に資する情報開示の改善に日々努めています。

UTグループのIR活動

株主総会は、UTグループの最高意思決定機関であると同時に、経

営者が考える経営と将来像について、株主の皆様と共有する対話の

場であると捉えています。できる限り多くの株主の皆様にご出席いた

だけるように、株主総会は集中日と見込まれる日を回避し、ご出席い

ただきやすい土曜日に開催するとともに、2024年6月に開催した第

17回定時株主総会は、より多くの株主の皆様にご参加いただけるよ

UTグループでは、決算説明会の定期開催とともに、毎四半期の決

算発表同時刻に代表取締役社長による決算説明動画をコーポレー

トサイト上に公開しております。また、IR担当役員を対話の責任者と

し、国内外の投資家との個別面談、スモールミーティング、カンファレ

機関投資家の皆様との対話をさらに充実させるべく、社外取締役と

機関投資家とのスモールミーティングを開催しています。コーポレート

ガバナンス・コード【基本原則５】「持続的な成長と中長期的な企業

価値の向上に資するため、株主総会の場以外においても、株主との

間で建設的な対話を行うべきである（一部抽出）」に基づき、2023

年12月に、社外取締役と機関投資家とのスモールミーティングを開催

しました。一昨年以降、３回目の開催となり、取締役会における事業

計画の議論状況や執行の監督状況、成長に伴うリスク等を中心に

ディスカッションを行いました。当日の質疑応答の要旨は、コーポレー

トサイトに掲載しております。今後も、株主や機関投資家の皆様と

の対話の機会をさらに充実させていきたいと考えております。

社外取締役ミーティングの実施

うバーチャル形式で開催しました。また、株主の皆様が総会議案の十

分な検討時間を確保できるよう、招集通知の発送・開示の早期化を

図っています。株主総会終了後には、代表取締役社長による会社説

明会を開催し（株主総会同様にバーチャルでの開催）、将来の事業

計画について株主の皆様と共有し、対話する場を設けています。

社内取締役

取締役監査等委員（社外）

執行役員 経営基盤部門担当

IR担当

若山、外村

井垣、佐々木、水上、島

山田

３名

ンスへの参加などを通じて、機関投資家の皆様との建設的な対話に

積極的に取り組んでおります。対話から得られた機関投資家の皆様

からのご意見は、取締役会や経営会議において報告し、経営やIR

活動の改善に活用しています。

■ 主な対話の場
①決算説明会：2023年11月（２Q）・2024年５月（４Ｑ）に実施

②中期経営計画ローリングプラン説明会：2024年2月（3Q）

③会社説明会：2024年６月定時株主総会の開催後にオンラインで実施

④機関投資家と社外取締役のミーティング：2023年12月に実施

⑤四半期決算後のグループミーティング、個別ミーティングの実施

■ 対話において把握された株主・投資家の皆様の意見等の取締役会に対するフィードバックの実施状況
・四半期ごとに取締役会及び経営会議にて、株主・投資家様からいただいたご意見を報告

・四半期決算発表後、社内取締役に対し株主・投資家の皆様とのディスカッション内容を報告

■ 対話の主なテーマや株主・投資家の皆様の関心事項
・事業環境について（半導体・エレクトロニクス関連、自動車関連）

・採用活動について

・第４次中期経営計画ローリングプランの策定について

・キャッシュアロケーションの考え方について

・成長とインセンティブの在り方について

・中期的な市場拡大の見通しと製造派遣業界の再編について

・サステナビリティに関する取り組みについて

■ 株主・投資家の皆様からのご意見を踏まえたIR活動の改善状況
・決算関連資料や統合報告書等における開示内容や開示指標等の改善

・サステナビリティに関する取り組みの推進と定性的な情報開示の充実

・社外取締役とのコミュニケーションの場の継続的な創出

■ 主な対応者 ■ 対応状況

対応者 回数 のべ投資家数

グループミーティング
役員    12回 193名

その他 　 7回 50名

個別ミーティング
役員  26回 26名

その他 241回 244名

説明会 役員 　　4回 285名

合計 290回 798名
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2024年7月1日現在｜在任期間／保有株式数｜＊ 独立役員 2024年4月1日現在

※専門執行役員

（株）テンポラリーセンター（現・パソナ）等を経て、1995年UTグループの母
体となるエイムシーアイシー（有）（現・UTエイム）を設立。その後、製造派遣
業界初となる株式の店頭公開（JASDAQ）を実現。代表取締役社長兼CEO
を経て、2024年より代表取締役会長。

若山 陽一

代表取締役会長
17年／9,031,178株

［ 53歳 ］

1991年（株）リクルート入社、（株）ベルシステム24ホールディングス執行役員を
経て2017年当社入社。上席執行役員社長室長、取締役兼執行役員を経て
2024年より代表取締役社長。

外村 学
［ 56歳 ］

代表取締役社長
５年／12,299株
UTエイム（株）代表取締役社長
UTコネクト（株）代表取締役社長

北浜法律事務所を経て、西村あさひ法律事務所に入所。クロスボーダー案
件、M&A、事業再生、訴訟案件等の法務全般に関する豊富な実務経験を
有する。

［ 51歳 ］

監査等委員である取締役［社外］
6年／－
西村あさひ法律事務所法人社員弁護士
エン・ジャパン（株）社外取締役監査等委員

井垣 太介

（株）新生銀行人事担当チーフオフィサー・常務執行役員、（株）三井住友
銀行エグゼクティブ・アドバイザー、（株）三井住友フィナンシャルグループエ
グゼクティブ・アドバイザーなどを歴任。

林 貴子＊

［ 61歳 ］

監査等委員である取締役［社外］
新任／－
ISO TC260 国内審議委員会委員

（株）三井住友フィナンシャルグループ執行役員
三井住友カード（株）常務執行役員

（株）小森コーポレーション社外取締役

島 宏一＊

［ 66歳 ］

監査等委員である取締役［社外］
2年／－

（公財）塩事業センター非常勤理事
（株）北の達人コーポレーション社外取締役
（株）コスモスイニシア社外取締役
グリー（株）社外取締役監査等委員

（株）リクルートフロムエー（現・リクルート）取締役、（株）リクルートメディアコ
ミュニケーションズ（現・リクルート）代表取締役社長、（株）リクルートホール
ディングス常勤監査役などを歴任。

廣田 幸司
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

小久保 勉
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

柏木 浩介
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

眞部 克彦
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

羽山 正人
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

盛岡 勝
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

山田 津寿
エリア戦略事業部門
UTコネクト（株）

右田 俊教
エリア戦略事業部門
UTコネクト（株）

本馬 隆信
エリア戦略事業部門
UTコネクト（株）

渡辺 亜希良
エリア戦略事業部門
UTコネクト（株）

樫原 裕巳
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

小野 賢也
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

佐藤 真澄
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

筑井 信行
戦略投資事業部門
UTスリーエム（株）代表取締役社長

森川 弘二
戦略投資事業部門
FUJITSU UT（株）代表取締役社長
UT エフサス・クリエ（株）代表取締役社長

山岸 建太郎
サービス開発部門

小野 雅人
サービス開発部門

守安 智

澤入 正治

事業開発部門

経営基盤部門

相澤 祐治

下向 一宇

事業開発部門※

Green Speed Joint Stock 
Company取締役会長

経営基盤部門

尾藤 和也

瀬川 剛

山田 隆仁
事業開発部門※

経営基盤部門※

経営基盤部門
UTハートフル（株）代表取締役社長

取締役一覧 執行役員一覧

■ 取締役（監査等委員を除く） ■ グループ執行役員

■ 事業会社執行役員■ 監査等委員である取締役
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株式情報

商号	 UTグループ株式会社

本社所在地	 〒141-0022	東京都品川区東五反田一丁目11番15号

創業	 1995年4月14日

設立	 2007年4月2日

資本金	 11.9億円

従業員数	 53,467（連結）、893名（単体）

上場証券取引所	 東京証券取引所	プライム市場

証券コード	 2146

事業年度	 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会	 毎年6月

基準日	 年4回（6月30日／9月30日／12月31日／3月31日）

単元株式	 100株

発行可能株式総数	 160,000,000株

発行済株式総数	 39,699,383株

株主数	 5,269名

株主名簿管理人	 三菱UFJ	信託銀行株式会社	証券代行部

		 郵送先	 ：	〒137-8081	新東京郵便局私書箱第29号

		 電　話	 ：	0120-232-711（フリーダイヤル）

（名）

4,344

4,648

7,478

5,8542023年

2022年

2021年

2020年

（%）

■	金融機関　■	証券会社　■	その他法人　■	個人・その他　 	外国法人

2023年

2022年

2021年

2020年

33.132.74.50.828.9

33.033.24.61.527.7

34.037.94.71.521.9

28.234.25.22.529.9

2024年3月31日現在

大株主 持株数（株） 持株比率（％）

若山陽一 9,031,178 22.75

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4,278,200 10.78

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,691,200 9.30

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口） 2,394,800 6.03

株式会社Lei	Hau'oli 1,817,200 4.58

BNYM	SA/NV	FOR	BNYM	FOR	BNY	GCM	CLIENT	ACCOUNTS	M	LSCB	RD 748,787 1.89

BNY	GCM	CLIENT	ACCOUNT	JPRD	AC	ISG	(FE-AC) 655,809 1.65

GOVERNMENT	OF	NORWAY 602,624 1.52

JPモルガン証券株式会社 602,132 1.52

UTグループ社員持株会 546,081 1.38

＊発行済株式の総数には、当社保有の自己株式78株が含まれております。また、持株比率は、自己株式78株を控除して計算しております。

各年3月31日時点 各年3月31日時点

所有者別株式数比率

株価・出来高

株主数

UTグループでは、当社が目指す中長期的なビジョンとそれに伴う企業活動、社
会への価値創造についてステークホルダーの皆様に広くご理解いただくことを
目的として、2021年3月期より統合報告書を制作・発刊しています。当社の
顧客となる製造業を中心とした企業の皆様、働きたいという意欲を持つ求職者
の皆様に加え、株主・投資家の皆様、そして当社従業員等を含むステークホル
ダーの皆様にとって、本レポートが当社への理解を深めるための有意義なコミュ
ニケーションツールとなれば幸いです。本レポートでは2021年3月期以来、財
務・非財務を含むより細やかで正確な情報発信を心がけるとともに、人材派遣
業を取り巻く社会背景についても理解いただけるよう、毎回のテーマを設けて情
報の編纂を行っております。制作にあたっては、経営基盤部門経営管理IRユニッ
トを中心に社内の幅広い関係部署と連携して行っており、その作成プロセスが
正当であり、かつ記載内容が正確であることをここに表明いたします。
これからも情報のさらなる充実と、ステークホルダーの皆様のニーズに基づく情
報発信を心がけてまいりますので、皆様からの忌憚のないご意見・ご要望をお待
ちしております。

統合報告書の制作・発刊にあたり

2024年9月　執行役員　経営基盤部門担当　山田隆仁

5,2692024年2024年
29.535.44.92.727.5
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保有期間 3年 5年 10年

UTグループ 103.7% 151.3% 721.9%

TOPIX 52.5% 96.2% 188.6%

※TSR（トータル・シェアホルダー・リターン）：キャピタルゲインと配当を合わせた
総合投資収益率。UTグループのTSRは累積配当額と株価	変動、TOPIX
は配当込みの株価指数により2024年3月期末における各保有期間の利
回りを計算。基準となる投資開始時の株価は、３年：	2021年３月末、５年：
2019年３月末、10年は2014年３月末の終値を適用。

株主総利回り（TSR※）

■	編集方針
「統合報告書」は、ＵＴグループのミッションと、中長期的な企業価値向上に向けた経営戦略や
ビジネスモデル、業績動向等について、財務・非財務情報を統合的に明らかにすることで、当社
の価値創造プロセスを株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆様にご理解いただき、
建設的な対話を行うためのコミュニケーションツールと位置付けています。

■	報告対象範囲
対象組織	UTグループ株式会社及び連結対象会社

■	報告対象期間
2024年3月期（2023年4月～2024年3月）
※一部に2024年4月以降の活動内容も含む

■	参考ガイドライン
国際統合報告評議会（IIRC）「国際統合報告フレームワーク」、経済産業省「価値協創のため
の統合的開示・対話ガイダンス」、Global	Reporting	Initiative「GRI	スタンダード」

■	将来見通しに関する注意事項
本報告書に記載されている情報には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらは、
本報告書作成時点の当社の判断に基づくものであり、リスクや不確定な要素等の要因を含んで
おります。実際の成果や業績等は、本報告書の記載とは異なる可能性があります。

1,000

0

1,500

500

2,000

2,500

3,000

4,000

3,500

4,500

3,500

4,500

3,000

4,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

FY3/2015 FY3/2016 FY3/2017 FY3/2018 FY3/2019 FY3/2020 FY3/2021 FY3/2022 FY3/2024FY3/2023

（円・ポイント） （万株）ー	UTグループ　ー	TOPIX

122121 2024 UT Group Integrated Report




